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第２回 熊本県議会経済常任委員会会議記録（平成23年６月28日) 

 

第 ２ 回   熊本県議会    経済常任委員会会議記録 

 

平成23年６月28日(火曜日) 

            午前10時０分開議 

            午前11時55分休憩 

            午後０時１分開議   

            午後０時48分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成23年度主要事業及び新規事業の説明 

 議案第１号 平成23年度熊本県一般会計補

正予算（第２号） 

 報告第１号 平成22年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についての

うち 

 報告第３号 平成22年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計繰越明許費繰越計

算書の報告についてのうち 

 報告第５号 平成22年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計繰越明

許費繰越計算書の報告について 

 報告第７号 平成22年度熊本県電気事業会

計事故繰越額の使用に関する計画の報

告について 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①熊本県中小企業振興基本条例に基づく

 取組みについて 

  ②平成23年度雇用創出基金事業の取組み

 について 

  ③くまもと臨空テクノパークにおける大

 日本スクリーン製造（株）の進出計

 画の凍結解除について 

  ④荒瀬ダムについて 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

                委 員 長 守 田 憲 史 

        副委員長 内 野 幸 喜 

                委  員 早 川 英 明 

        委  員 荒 木 章 博 

委  員 鎌 田   聡 

委  員 吉 永 和 世 

委  員 杉 浦 康 治 

委  員 前 田 憲 秀 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 
――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 商工観光労働部 

          部長 中 川 芳 昭 

      政策審議監兼 

      商工政策課長 田 中  典 

      商工労働局長 田 中 伸 也 

     新産業振興局長 真 崎 伸 一 

    観光経済交流局長 佐 伯 和 典 

    商工振興金融課長 福 島   裕 

      労働雇用課長 大 谷 祐 次 

    産業人材育成課長 吉 永 一 夫 

      首席審議員兼 

      産業支援課長 高 口 義 幸 

新エネルギー産業振興課長 森 永 政 英 

      企業立地課長 渡 辺 純 一 

        観光課長 宮 尾 千加子 

        国際課長 山 内 信 吾 

くまもとブランド推進課長 坂 本 孝 広 

 企業局 

          局長 川 口 弘 幸 

         次長兼 

      総務経営課長 古 里 政 信 

        工務課長 福 原 俊 明 

 労働委員会事務局 

          局長 柳 田 幸 子 

      審査調整課長 吉 富   寛 
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――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 益 田   洋 

     政務調査課課長補佐 小 林 昌 樹 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○守田憲史委員長 それでは、ただいまから

第２回経済常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に４名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 開会に当たりまして、一言ごあいさつを申

し上げます。 

 今後１年間、内野副委員長とともに誠心誠

意、円滑な委員会運営に努めてまいりたいと

思いますので、どうぞよろしくお願い申し上

げます。 

 委員各位におかれましては、御指導、御鞭

撻をいただきますよう心からお願い申し上げ

ます。 

 また、商工観光労働部長、企業局長、労働

委員会事務局長を初めとする執行部の皆様方

におかれましても、御協力のほどよろしくお

願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、ごあいさつとさせ

ていただきます。 

 続いて、内野副委員長からあいさつをお願

いします。 

 

○内野幸喜副委員長 副委員長の内野幸喜と

申します。 

 今後１年間守田委員長を補佐し、一生懸命

円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 委員各位また執行部の皆様方の御協力を、

よろしくお願い申し上げます。 

 今後とも１年間、よろしくお願いします。

お世話になります。 

 

○守田憲史委員長 本日は、執行部を交えて

の初めての委員会でありますので、幹部職員

の自己紹介をお願いしたいと思います。 

 なお、自己紹介は課長以上について、自席

からお願いします。また、審議員及び課長補

佐については、お手元にお配りしております

説明資料中の役付職員名簿により紹介にかえ

たいと思います。 

 それでは、中川商工観光労働部長から、順

にお願いします。 

  （商工観光労働部長、政策審議監～労働

委員会事務局審査調整課長の順に自己

紹介） 

○守田憲史委員長 １年間このメンバーで審

議を行いますので、よろしくお願いします。 

 それでは主要事業等の説明に入りますが、

質疑については執行部の説明を求めた後に一

括して受けたいと思います。また、執行部の

説明は、着座のまま簡潔に行ってください。 

 それでは、中川商工観光労働部長から総括

説明を受け、続いて各課長から平成23年度主

要事業及び新規事業説明資料に従い、説明を

お願いします。 

 以下、企業局、労働委員会事務局の順にお

願いします。 

 それでは中川部長、お願いします。 

 

○中川商工観光労働部長 着座のまま、失礼

いたします。 

 商工観光労働部関係の主要事業の説明に先

立ちまして、県内の景気・雇用状況及び当部

の取り組みの方向につきまして、御説明申し

上げます。 

 国内の景気が、東日本大震災の影響から徐

々に立ち直っている中、県内の景気につきま

しても、日銀熊本支店が６月１日に発表いた

しました金融経済概観では、震災に伴う下押

し圧力が一部で顕在化しているものの、総じ

て見れば穏やかな回復基調を維持していると

されております。 
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 しかしながら、依然として震災の影響も懸

念されるところであり、また電力供給や欧米

などの世界経済が先行き不透明となっている

ことから、予断を許さない状況と認識してお

ります。 

 特に雇用情勢につきましては、４月時点の

有効求人倍率が0.60倍と低い水準で推移して

おり、依然として厳しい状況となっておりま

す。商工観光労働部といたしましては、引き

続き中小企業の資金繰り支援や雇用対策な

ど、県内中小企業者、労働者に対するセーフ

ティーネットの充実に努めるとともに、成長

分野に力点を置いた施策を積極的に推進し、

県内景気の浮揚に全力を挙げて取り組んでま

いります。 

 それでは、お手元の平成23年度主要事業及

び新規事業説明資料について御説明させてい

ただきます。１ページをお開きください。 

 初めに、当部の組織機構についてでござい

ますが、商工観光労働部は昨年度より、部内

に局を置く部内局制を導入しております。商

工労働局、新産業振興局、観光経済交流局の

３局体制で、本庁10課、出先機関５機関で、

職員数は本庁172名、出先機関108名の、合わ

せて280名となっております。 

 なお、資料の２ページから９ページまで

は、当部の役付職員名簿及び事務分掌となっ

ております。 

 続きまして13ページでございますが、平成

23年度当初予算の総括表を掲げております

が、一般会計、特別会計合わせまして472億

1,600万円余で、前年度当初比で37億3,200万

円余の減となっております。 

 その主な内容は、中小企業の資金調達円滑

化のための融資制度に関する経費241億4,000

万円余のほか、緊急雇用創出等のための基金

事業に関する経費52億5,100万円余、電気自

動車等を活用した次世代モビリティの実証実

験のための経費8,200万円余、住宅向け太陽

光発電設置に対する助成２億円、企業の立地

及び増設を促進するための経費30億1,000万

円余、「ようこそくまもと観光立県推進計

画」を展開していくための経費２億6,500万

円余、くまもと上海事務所の設置等に関する

経費2,600万円、ＫＡＮＳＡＩ地域における

熊本の魅力を発信していくための経費9,700

万円余などでございます。 

 なお、本年度の主な事業の詳細につきまし

ては、この後、担当課長から説明させますの

で、よろしくお願い申し上げます。以上でご

ざいます。 

 

○田中政策審議監兼商工政策課長 14ページ

をごらんください。 

 商工政策課の予算につきまして御説明いた

します。政策調整事業費ということで、800

万円計上しております。部全体として臨機応

変に政策課題に対応するための予算として活

用しております。 

 商工政策課は、以上１件でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○福島商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。資料の15ページをお願いいたし

ます。 

 １の商工会・商工会議所・商工会連合会補

助でございますが、小規模事業者の振興と安

定を目的としまして、経営改善普及事業等を

実施します県内61の商工会・商工会議所、商

工会連合会に対しまして、人件費及び事業費

の補助を行うものでございます。 

 ２の組織化指導費補助でございますが、中

小企業等によって組織されます事業共同組合

の設立・運営を指導いたします熊本県中小企

業団体中央会に対しまして、人件費及び事業

費の補助を行うものでございます。 

 ３の地域商工業夢づくり応援事業でござい

ますが、地域経済浮揚のため、地域資源の活

用や農商工連携により地域ブランドの確立、

小規模事業者の経営力アップなどに取り組み
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ます商工会等に対する活動経費補助を行うも

のでございます。 

 資料の16ページをお願いいたします。 

 ４の商店街まちづくり推進事業でございま

す。商店街活性化のための事業でございます

が、３つの事業から構成されております。 

 １つ目は、中心市街地活性化推進事業で、

中心市街地活性化基本計画認定市町村及び、

これから認定を受けようとする市町村におい

て行われます中心市街地活性化のためのソフ

ト事業に対する補助を行うものでございま

す。 

 ２つ目は、商店街などが行います社会的課

題に資する取り組みや、地域の特性を生かし

た活性化対策事業、商店街の環境整備のため

の施設整備事業への支援を行う市町村に対す

る補助を行うものでございます。 

 ３つ目は、商店街や空洞店舗に、個々の実

情に合いました効果的な助言、指導を行うア

ドバイザーを派遣する商店街アドバイザー派

遣事業でございます。 

 これらの取り組みによりまして、商店街の

活性化を支援してまいりたいと思っておりま

す。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 ５の熊本まちなかリーダー育成事業でござ

いますが、新規事業でございます。地域コミ

ュニティーや文化、まちづくりの担い手など

の社会的機能維持の役割を持つ商店街の疲弊

が進んでいることから、商店街の活性化を図

るため、商店街の次世代を担うリーダーを育

成する講座を、商店街、商工団体と連携して

取り組むものでございます。 

 資料の18ページをお願いいたします。 

 ６の中小企業金融総合支援事業でございま

す。これは制度融資に関するものでございま

す。中小企業の円滑な資金調達を支援するた

め、融資に伴います貸付原資を金融機関に預

託して運用しているものでございます。 

 今年度も７つの資金を用意しており、新規

融資枠としましては全体で356億円となって

おります。 

 また、融資に係る保証協会への保証料補助

並びに保証協会の代位弁済に係る損失補償も

あわせて行っております。 

 今年度の主な改正点を下段に記載しており

ますが、温暖化防止や従業員のワーク・ライ

フ・バランスを推進するため、融資対象者の

拡充並びに県内中小企業者の利便性向上のた

め、県外に本店のある県内金融機関も全資金

の取り扱いができるようにしております。 

 資料の19ページをお願いいたします。 

 ７の中小企業高度化資金でございます。ま

ず(1)の高度化資金貸付金でございますが、

これは中小企業が協同組合等を組織いたしま

して、工場の団地化や共同店舗などを建設す

る場合に、中小企業基盤整備機構と協調しま

して長期、低利の資金の貸し付けを行うもの

でございます。 

 貸し付け方法には、Ａ方式、Ｂ方式の２種

類がございまして、Ａ方式は県が中小企業基

盤整備機構から資金の一部を借り入れて貸し

付けるもので、これに対しましてＢ方式は、

２つ以上の県にまたがる広域事業に対する貸

し付けでございまして、中小企業基盤整備機

構が関係する県から資金の一部を借り入れて

貸し付けるものでございます。今年度では、

Ａ方式における貸し付けが２組合、Ｂ方式に

よる貸し付けが１組合、総額２億円余の貸し

付けを予定しております。 

 次に(2)の設備貸与資金貸付金でございま

す。これは、小規模企業者等が経営基盤の強

化に必要な設備導入を行うための資金でござ

います。 

 県がテクノ産業財団に原資を貸し付け、同

財団が設備を購入して企業に貸し付けるもの

でございます。 

 今年度は、企業への貸し付け拠出は３億円

を予定しております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし
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ます。 

 

○大谷労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。資料の20ページをお願いいたします。 

 １の若年者対策ワンストップセンター事業

及びジョブカフェ・ブランチ事業でございま

す。 

 これらは、学生やフリーターを含む若年者

への就職支援サービスを一体的に提供し、若

年者の就業、さらには常用雇用化の促進を図

ることを目的とした事業でございます。 

 まず(1)の若年者対策ワンストップセンタ

ー事業についてですが、これは平成16年から

ＪＲ水前寺駅に設置しておりますジョブカフ

ェくまもとに関する事業でございます。国の

ヤングハローワーク、雇用能力開発機構など

の関係機関と連携して、就職相談、カウセリ

ングあるいは職業紹介等のさまざまな若年者

雇用に関するサービスを、ワンストップで提

供しております。 

 次に(2)のジョブカフェ・ブランチ事業に

ついてですが、ジョブカフェくまもとの就業

支援サービスを地域展開するため、県南の拠

点として八代地域振興局にジョブカフェやつ

しろを設置するとともに、その他の振興局に

はジョブカフェ・ブランチを設置し、新卒者

対策を含めた、地域における若年者の就職支

援サービスに取り組んでいるところでござい

ます。 

 次に、21ページをお願いいたします。 

 ２の将来の『夢＝仕事』発見事業でござい

ます。新規事業でございます。 

 これは、若者の勤労観、職業観をはぐくむ

ために、教育委員会や私学振興課と連携いた

しまして、インターンシップを初めとするキ

ャリア教育のさらなる充実を図るための事業

でございます。 

 まず(1)の将来の『夢＝仕事』発見塾につ

いては、これは専修学校の講師、施設等を活

用した職場体験を実施する事業でございま

す。 

 次に(2)の「夢」教育サポート推進事業に

ついてですが、これは企業の経営者や人事担

当者等をリストアップし、職業講話等の講師

として派遣し、キャリア教育を推進するもの

でございます。 

 次に(3)のジュニアマイスター等の就業支

援プロジェクトについては、後ほど産業人材

育成課から説明いたします。 

 次に(4)のインターンシップ支援について

ですが、これは県内の14の大学、高専等で構

成いたします高等教育コンソーシアム熊本が

実施いたします、大学生のインターンシップ

事業を専任職員で支援する事業でございま

す。 

 次に、22ページをお願いいたします。 

 ３の障害者就業・生活支援センター事業で

ございます。これは障害者の就業のために必

要な事業所の開拓、職業訓練のあっせん、職

場定着の支援を行うとともに、あわせて生活

面の支援を行うための事業でございます。運

営主体は社会福祉法人等で、熊本地域、県

南、県北、有明、天草の５カ所で実施するこ

ととしております。 

 次に４番の、しごと相談・支援センター事

業でございます。これは、くまもと交流館会

パレア内のしごと相談・支援センターにおき

まして、労使双方からの労働相談等に対応す

るとともに、就職活動を行う方々に対するキ

ャリアコンサルティング、子育ての女性のた

めの再就職支援プログラム等、仕事に関する

サービスをワンストップで行う事業でござい

ます。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 ５の緊急雇用創出基金事業でございます。

これは、失業者の方々に対して、次の雇用ま

でのつなぎとなる６カ月から１年の短期の雇

用機会を創出する事業でございます。 

 ２の事業概要の(1)の緊急雇用創出基金事

業は県事業、(2)は市町村への補助事業、(3)
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は基金での運用利子の積立金でございます。

基金の造成額は151億円でございまして、平

成20年から22年度までの実績及び23年度の当

初予算での雇用見込数は、合計で１万4,433

人を見込んでおります。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 ６の、ふるさと雇用再生特別基金事業でご

ざいます。これは、地域における継続的な雇

用機会の創出を図るものでございまして、雇

用期間は原則として１年以上となっておりま

す。 

 ２の事業概要ですが、(1)ふるさと雇用再

生特別基金事業は県事業、(2)は市町村への

補助事業、(3)は基金の運用利息の積み立て

でございます。 

 基金の造成額は61億7,000万円でございま

して、今年度までの当初予算まで含めた雇用

見込数は合計で2,541人を見込んでおりま

す。 

 労働雇用課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○吉永産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。資料の25ページをお願いしま

す。 

 まず１の産業人材強化推進事業でございま

すか、これは産業人材の育成や確保に関しま

して、関係機関による連携組織の設置や企業

などの相談窓口の開設、一元的な情報提供等

を実施するものでございます。 

 事業の概要でございますが、(1)は関係機

関の連携組織としまして、行政、教育研究機

関、業界団体などにより組織しました産業人

材強化ネットワーク推進会議を設置、運営し

ております。 

 (2)と(3)は、いずれもテクノ産業財団に委

託して実施するものですが、(2)は企業など

からの相談にワンストップで対応するための

窓口である産業人材強化支援センターの設置

とコーディネーターを配置するものです。 

 (3)の情報提供は、インターネットでポー

タルサイトでありますジョブチャンネルくま

もとを開設しまして、講座情報や指導者情報

等を一元的に提供するものです。 

 次に２の就業相談及び就業バックアップ事

業でございますが、これは県民の就業促進を

図ることを目的としまして、県民交流館パレ

ア内のしごと相談・支援センターにおいて、

就業相談や技術講習会、さまざまな情報提供

を行うものです。 

 事業の概要でございますが、(1)の就業相

談は、主としまして子育て、育児あるいは介

護等が終わり、あるいは再就職あるいは初め

ての就職を希望している人を対象に実施して

おります。 

 (2)の技術講習会は、就職希望者にパソコ

ン研修や介護研修を実施するものでございま

すが、本年度はパソコン６コース、介護員２

コースを予定しております。 

 (3)の情報提供はハローワークと共同して

のパート情報や資格取得、職業訓練機関など

の情報を提供しております。 

 続きまして、資料の26ページをお願いしま

す。 

 ３の、熊本高等技術訓練校及び県立技術短

期大学校における職業訓練でございますが、

これは地場企業の技術力強化や産業界のニー

ズに応じた職業訓練を実施し、本県のものづ

くり産業を支える人材を育成するために実施

しております。 

 まず高等技術訓練校では、産業界に必要な

実践技術者の養成や、離職者、障害者、在職

者等を対象とした多様な職業訓練を実施して

おります。 

 事業概要の①に上げておりますように、新

規学卒者を対象として自動車車体整備科など

３つの科で、１学年50人の定員で職業訓練を

実施しております。 

 このほかに、②以下のように、離職者、障

害者などを対象とした職業訓練にも取り組ん
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でおります。特に、本年度②の離職者の訓練

については、訓練コース、人員ともに拡充し

ております。 

 次に、27ページをお願いします。 

 (2)の、技術短期大学校における職業訓練

でございますが、技術短期大学校は平成９年

４月に設置され、技術革新による高付加価値

化、情報化等に対応できる高度な技術、知識

を兼ね備えた実践技術者を育成するため、現

在①にありますとおり精密機械技術科など５

つの専門課程を設けて、１学年110人の定員

で人材育成を行っております。 

 次に、28ページをお願いします。 

 ４のジュニアマイスター及び高校生技能士

倍増による就職支援プロジェクト事業でござ

いますが、これは、さきに新規事業として労

働雇用課から説明がありました将来の『夢＝

仕事』発見事業の構成事業でありますが、県

内の高校生が熟練技能者等の高度な技能・技

術に直接触れ、技能・技術の向上や職業意識

の醸成を図ることにより、就業支援を実施す

るものです。 

 事業の概要でございますが、熟練技能士の

ほか企業の技術者等を専門高校に派遣しまし

て、生徒に対する技能検定や各種大会に向け

た技術講習会、それに教員のための実技指導

を実施するものです。 

 次に５の電動モビリティ技術教育推進事業

でございますが、これは県が進めております

次世代モビリティの推進につきまして、この

分野におきます技術の普及や人材育成を行う

ものです。 

 事業の概要でございますが、県内の大学や

高校をサポーター校として認定しまして、こ

のサポーター校に対する企業等の技術者によ

ります技術講習会を実施する一方で、サポー

ター校等においては県内の小中学校への新技

術の普及啓発をお願いするものでございま

す。 

 人材育成課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。29ページをお願いいたします。 

 まず１番のリーディング企業育成支援事業

でございますが、県が付加価値10億円を目指

す企業を認定いたしまして、補助金を交付し

ますほか、県、産業支援機関、金融機関等が

サポートチームを編成して、総合的かつ継続

的な支援を行うことによりまして、付加価値

の高い企業の育成を図るものでございます。 

 続きまして２番の大都市圏におけるビジネ

スマッチング推進事業でございますが、ふる

さと雇用再生特別基金を活用した事業でござ

いまして、東京、大阪、熊本テクノ産業財団

の３カ所に、合計８名の人員を配置しており

まして、大都市圏の企業を初め県外の企業と

県内の中小企業の取引あっせんを支援するも

のでございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 ３番のインキュベーション施設運営管理事

業でございますが、新規事業の創出を図るた

めに県が設置しております夢挑戦プラザ21、

夢挑戦プラザ県北、県南この３つの施設の管

理運営の委託を行うほか、中小企業基盤整備

機構が設置しておりますくまもと大学連携イ

ンキュベータにインキュベーションマネジャ

ーを配置して、新規創業者の支援を行うもの

でございます。 

 次に４番の産業振興ビジョン推進事業でご

ざいますが、昨年12月に策定いたしました県

産業振興ビジョン2011を推進するための委員

会の開催や各種協議会の活動を支援するもの

でございます。新規事業となっております

が、ビジョン策定を契機といたしまして、既

存事業を整理統合したものでございます。 

 続きまして、31ページをお願いいたしま

す。 

 ５番の事業革新支援センター事業でござい

ますが、財団法人くまもとテクノ産業財団に
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よります新たな販路拡大や新分野進出など、

いわゆる地域企業の技術革新を支援するため

の事業でございます。専門家の派遣等に対す

る支援を行っております。 

 続きまして６番の課題解決型農商工連携推

進事業でございますが、緊急雇用創出基金を

活用した新規事業でございまして、産業技術

センターにおいて県産の農林水産物を使用し

た加工食品の試作を支援して、新商品の開発

を支援するものでございます。 

 続きまして、32ページをお願いいたしま

す。 

 ７番の地場企業立地促進費補助でございま

すが、新規事業でございまして、地場企業の

県内における工場の新増設並びに新規雇用を

促進するために、誘致企業と同等の助成を行

うものでございます。補助率、補助限度額

は、下の表のとおりでございます。 

 続きまして、33ページをお願いいたしま

す。 

 ８番の次世代モビリティ普及促進事業でご

ざいますが、昨年本田技研工業と包括協定を

締結させていただきましたが、電気自動車な

どの次世代モビリティに関する実証実験の実

施、さらには電動バイクの導入に係るリース

料の補助、グリーンニューディール基金を活

用した充電装置の整備等を行うものでござい

ます。 

 次に９番の地域企業海外展開支援アドバイ

ザー設置事業でございますが、ことしの秋に

開設予定の熊本上海事務所に新たに工業専門

のアドバイザー１名を配置し、地域企業の海

外展開を支援するものでございます。 

 次に10番の骨材需給実態等調査事業でござ

いますが、これも新規事業でございまして、

骨材需給の実態の把握及び今後の需給予測等

に関する調査を行うことによりまして、今後

の海砂利採取のあり方等の検討の基礎資料と

することにいたしております。 

 続きまして、34ページをお願いいたしま

す。 

 11番の次世代マグネシウム合金市場化推進

事業でございますが、これは新規事業でござ

います。 

 科学技術振興機構の補助を受けて取り組ん

でおります熊大マグネシウム合金の早期の事

業化に向けまして、ふるさと雇用再生特別基

金を活用いたしまして、くまもとテクノ産業

財団において加工技術を確立するための技術

者や、市場開拓を行う人材の育成の支援を行

うものでございます。 

 下段の12番、次世代マグネシウム合金事業

化推進事業でございますが、これも新規事業

でございまして、地域企業によります熊大マ

グネシウム合金の試作品の製作、販路開拓等

に資する取り組みに対する補助でございま

す。補助率は、２分の１でございます。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 13番の「食と健康」産業創出支援事業でご

ざいますが、本県の豊富ですぐれた農林水産

物と充実した医学系大学等の研究基盤を活用

して、科学的根拠に基づいた付加価値の高い

機能性食品の開発を支援するものでございま

す。 

 下段の14番、戦略的知的財産推進事業は、

地域企業の知的財産にかかわる意識の醸成

や、企業や大学等が持っております知的財産

のマッチングを図るためのセミナー、専門家

の派遣を行うものでございます。 

 産業支援課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○森永新エネルギー産業振興課長 新エネル

ギー産業振興課でございます。36ページをお

願いいたします。 

 上の１の新規事業、新エネルギー導入・技

術実証事業についてでございますが、民間事

業者が水俣市で行いますハウス農業施設や漁

業用施設でのソーラー等の新エネ導入、それ

と組み合わせた環境制御装置を一体的に研究
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するビジネスモデルづくりと、あわせて中小

企業のエネルギー使用量の見える化といいま

すか、省エネを進めるための事業を組み合わ

せまして、情報通信技術を活用して最適に電

力の需要供給を調整する送電網、いわゆるス

マートグリッドの将来的な構築を目指した実

証事業に対して県が補助を行うものでござい

ます。 

 下の２番目の新規事業、太陽光発電を利用

した農業の実証事業でございますが、減光等

が懸念される中でございますが、ハウス農業

の脱化石燃料化の対策といたしまして、まず

は県がビニールハウスへの最適な太陽光パネ

ルの設置についての設置の方法とか発電状況

の調査とか、それらが野菜等に与えます作物

への影響等の調査を民間事業者に委託して実

証調査を行うものでございます。 

 それから下の37ページでございますが、３

のソーラーパーク推進事業でございます。 

 住宅補助、ことしで３年目になりますが、

２月に補正で組ませていただいた２億2,000

万円余が、いわば23年度事業の前倒しという

意味もありましたことから、23年度は財源の

確保と県民ニーズの見合いの中で、規模にか

かわらず定額で５万円ということで、4,000

件分２億円を計上させていただいたものでご

ざいます。 

 下の４番のソーラーコールセンター運営支

援事業についてでございますが、これはソー

ラー関係のいろんな補助金、工事契約、維持

管理等いろんな苦情や相談をワンストップで

受けるために、民間が開設しましたコールセ

ンターの運営を、ふるさと雇用再生特別基金

を活用いたしまして、23年度までの２年間支

援を行うものでございます。今年度が支援の

最終年度に当たりますので、来年の自主運営

にうまく移行できるように、今後とも支援を

行っていきたいと考えております。 

 それから、お手元に資料は特にございませ

んが、口頭で１つだけ御報告をさせていただ

きます。 

 先週、本会議で知事、部長の方から触れて

おりました本県の総合的なエネルギー政策の

策定検討についてということでございます。

その経緯とか今の状況をちょっと御報告させ

ていただきます。 

 まず経緯でございますが、県では昨年度、

総務省の緑の分権改革推進事業というものを

使いまして、県内のいろんなソーラーとか水

力とかの新エネルギーの利用可能量等の調査

を行っております。この調査と並行いたしま

して、昨年８月から有識者による検討会議を

設けさせていただきまして、その調査の結果

とか、当時国がつくっておりました国のエネ

ルギー基本計画等を参考にいたしまして、本

県としてのエネルギーの導入の方向性をいろ

いろ議論いただきました。その結果を、こと

し２月に報告をまとめていただきまして、熊

本県の新エネルギーの現状とか、向こう10年

間の導入の目標値とか、あるいは必要な施策

の方向性等を御提言いただいたところでござ

います。 

 これに基づきまして、23年度には庁内の関

係課から成る協議を行いまして、新エネルギ

ー導入促進の戦略プラン的なものを策定する

予定でございました。 

 しかしながら、状況の変化といいますか、

今回の東日本大震災を契機にいたしまして、

原発の事故も踏まえまして、新たに新エネル

ギーの導入はもう少し加速させるべきだとい

う方向性が、国の方でも議論を始められたと

ころでございまして、国のエネルギー環境戦

略の策定あるいはそれにぶら下がりますエネ

ルギー基本計画の全面改定が今後進んでくる

という状況の変化が出てきております。 

 あわせまして、全国的な電力不足の問題も

出ておりまして、省エネというのもエネルギ

ー政策の中でも大事な位置づけというものが

なされつつあります。 

 こういった新エネの動向あるいは省エネに
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ついての今後の方向を踏まえて、本県といた

しましての総合的なエネルギー政策につい

て、県議会にも御相談しながら、今年度、全

庁的に検討していくことにしたいと考えてい

るところでございます。 

 長くなりましたが、新エネルギー産業振興

課は以上でございます。 

 

○渡辺企業立地課長 企業立地課でございま

す。説明資料38ページをお願いいたします。 

 まず１番の企業誘致事業でございますが、

企業を訪問して最新の情報や本県の立地環境

をＰＲするなど企業誘致をスムーズにすると

ともに、既に本県に立地されておられる誘致

企業のフォローアップを行うための事業でご

ざいます。 

 ２番目の戦略的企業誘致推進事業でござい

ますが、東アジアに立地します外国企業の誘

致推進及び企業立地に関する情報をワンスト

ップで提供するホームページを整備する事業

でございます。 

 ３番の企業誘致トップセールス事業でござ

いますが、企業の投資決定に関与される役員

などを対象にトップセミナーを開催いたしま

して、知事が直接本県への誘致を働きかける

事業でございます。半導体関連企業向けと自

動車関連企業向けのトップセミナーを計画し

ております。 

 39ページをお願いいたします。 

 ４番の産業支援サービス業等集積促進事業

でございますが、コールセンターなどの産業

支援サービス関連企業の誘致を推進する事業

でございまして、誘致した企業への補助金や

テクノプラザビルの維持管理等に要する経費

でございます。 

 ５番の企業立地促進費補助でございます

が、これは誘致企業が事業所の新設または増

設を行った際に、設備投資や雇用の実績に応

じまして補助金を交付するものでございま

す。 

 40ページをお願いいたします。 

 ６番の企業立地促進資金融資事業でござい

ますが、企業立地の促進と県営工業団地の分

譲促進をするために、長期かつ低利の資金を

融資する制度でございます。 

 ７番の工業団地施設整備事業でございます

が、菊池市旭志・川辺地区に整備を進めてお

ります菊池テクノパークの造成工事等に要す

る経費及び県南地域の市町村が行う工業団地

整備を支援するための調査事業等でございま

す。 

 企業立地課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○宮尾観光課長 観光課でございます。41ペ

ージをお願いいたします。 

 20年度に策定いたしましたようこそくまも

と観光立県推進計画に掲げます４つの戦略、

この２番目に４つの戦略を書いてございます

が、これに基づいて各種施策を展開させてい

ただいております。特に九州新幹線全線開業

に伴う誘客効果の最大化を図るとともに、県

民総参加による観光立県の実現を推進してま

いりたいと思います。 

 具体的には、42ページ以降でございます。

42ページをお願いします。 

 歴史と文化の薫り高い観光地熊本を形成す

る戦略でございますが、２番の競争力の高い

旅行商品による集客力の向上の中で、(3)五

木観光振興プロジェクト事業、これは五木の

観光振興につきまして平成21年度からやらせ

ていただいておりますが、年々充実してきて

おりまして、ことしもバスツアー等の支援を

行いたいと思っております。 

 ちなみに、昨年度は11社に65本、総客数も

2,200人弱というところで、実績も年々上が

ってきております。 

 43ページをお願いいたします。 

 訪ねてよし住んでよしの熊本おもてなし戦

略でございますが、いわゆるようこそおもて
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なし県民運動の展開の部分でございますが、

(1)観光立県県民運動展開事業で、新幹線全

線開業に向けまして、民間団体のたくさんの

方々がおもてなし運動を始めてくださってお

ります。その中で、昨年度も80団体以上に支

援をするなど、おもてなしの活動を一緒に盛

り上げさせていただいております。 

 44ページをお願いいたします。 

 発信力を強化し国内各地から熊本に人を招

く戦略、これがやはり金額的にも一番大きい

ものでございますが、九州新幹線全線開業を

契機とした取り組みの強化でございます。 

 具体的に(1)九州新幹線全線開業キャンペ

ーン、これは10月からでございますが、南九

州３県、熊本、宮崎、鹿児島やＪＲ６社、全

国のＪＲ各社等と連携いたしまして、デステ

ィネーションキャンペーンも行いたいと思っ

ております。いわゆる全国規模のキャンペー

ンになりまして、特にことしは熊本でオープ

ニングイベントを、10月の８、９日の予定で

ございますが、オープニングイベントを熊本

でやりたいと思っております。 

 (5)これは新規でございますが、阿蘇観光

南北ルートＰＲ事業、いわゆるこれは阿蘇方

面に向かいますルートで、渋滞緩和とあわせ

まして、俵山ルートとか北外輪ルート等の沿

線の観光資源をあわせて魅力を発信すること

によりまして、土木部と連携して行っており

ますが、阿蘇のまた新たな魅力発信と渋滞緩

和等に努めていきたいと思っております。 

 45ページをお願いいたします。 

 外国から熊本に人を招く戦略でございま

す。これは報道でもされておりますように、

大震災の影響で海外からは依然大変厳しい状

況がございます。ひところ９割減、現在でも

６割減ぐらいの状況でございまして、前倒し

で中国、韓国、台湾等からのメディアや関係

者の招聘、あるいは現地でのプロモーショ

ン、トップセールス等もやっておりますが、

そういうことでスケジュール前倒しでやらせ

ていただいております。 

 それから、この資料にございませんが、現

在の観光立県計画が今年度23年度まででござ

います。次期立県計画24年から27年計画につ

きましては現在、策定を着手させていただい

ております。守田委員長の方にも、観光審議

会の委員として審議でお世話になっていると

ころでございますが、この審議会を数回ほど

経まして、今年度末までに審議会での最終案

の答申をお願いしたいと思っております。24

年度、来年度早々にパブコメや議会等への報

告を経まして、６月以降に計画策定の予定で

ございます。 

 以上、報告させていただきます。以上で

す。よろしくお願いします。 

 

○山内国際課長 国際課でございます。資料

46ページをお願いします。 

 まず最初に１番、熊本の強みを活かした国

際交流・国際貢献でございます。 

 事業概要は、(1)姉妹友好交流事業。平成2

4年度、来年度になりますが、３地域とも30

周年を迎えます。その30周年に向けた企画検

討を行うとともに、姉妹提携交流を通じ、相

互理解の促進、県民の国際感覚の涵養を図っ

てまいりたいと考えております。 

 (2)国際交流海外派遣事業ですけれども、

本年度、韓国忠清南道庁に職員を１名派遣し

ております。 

 (3)国際経済交流拠点構築事業でございま

すが、ことし10月に中国－ＡＳＥＡＮ博に出

展する予定でございます。 

 また②ソウル国際酒類博覧会、これは５月

にソウルの方で出展をしたところです。 

 (4)海外研修員等受入事業ですけれども、

本年度は技術研修員３名、県費留学生１名を

予定しております。 

 47ページ、多文化共生の地域づくりでござ

います。中身は、まず(1)ＪＥＴプログラ

ム、本年度は合計135人の予定をしておりま
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す。 

 (2)国際相談コーナー運営事業。外国人か

らの各種の相談に応じております。 

 ３番、北朝鮮拉致問題啓発事業。事業の目

的のところにもありますとおり、国際的な人

権侵害問題である拉致問題の解決に向けての

啓発活動に取り組むこととしております。 

 資料48ページに移らせていただきます。 

 くまもと上海事務所設置事業。今年度の新

規事業でございますが、県、熊本市、熊本大

学の３者共同で熊本上海事務所を年内を目標

に設置したいと考えております。現在、場所

につきましては、２、事業概要の真中に書い

ておりますが、上海市の中心の商店街であ

り、交通の便が非常によく、かつ県民の方々

にも覚えやすい、わかりやすいということ

で、そこにあります上海伊勢丹百貨店が入居

している裏側のビルの15階を今予定しており

ます。 

 業務内容のところにありますとおり、各種

ビジネス支援、観光客誘致、留学生の誘致等

の業務をやってまいりたいと考えておりま

す。 

 次に５番、中小企業海外チャレンジ支援事

業ですけれども、２、事業概要のところにあ

りますとおり、まず(1)ですが、農商工連携

県産品海外売込み事業、これは農水部とも一

緒になり、シンガポールおいて知事トップセ

ールスを実施するようにしております。 

 (2)の海外経済交流ネットワーク事業、シ

ンガポール等にビジネスアドバイザーを配置

し、県内企業の支援をやります。 

 次49ページですが、６、県産品チャイナチ

ャレンジ支援事業ですけれども、これは新規

ですが、事業内容のところに書いております

とおり、(1)中国でのくまもと物産展開催事

業ということで、上海第一ヤオハンにおい

て、例年１月に開催される日本こだわり食品

フェアに熊本県ブースを出展することとあわ

せ、(2)海外での商標の冒認出願対策、いわ

ゆる抜け駆け対策ということで、専門の調査

会社に委託をして、「熊本」という名前の商

標の申請が出てないかというのを調査するこ

ととしております。 

 以上です。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 50ページ

をお開きいただきたいと思います。 

 まず１点目でございますが、ＫＡＮＳＡＩ

戦略推進事業でございます。 

 事業目的といたしましては、九州新幹線の

全線開業効果を最大化させるために、徹底的

に熊本を売り込んで認知度の向上を図ってま

いりたいということで考えております。 

 主な事業といたしましては、熊本の食を生

かしたファンを拡大するということです。 

 ２点目が、くまモンプロモーションという

ことで、平成22年度に「くまモン話題化作

戦」をやりましたところ、昨年度末くまモン

の認知度が大阪市エリアで41％という高認知

度を獲得しております。そういうくまモンを

イメージキャラクターとして活用いたしまし

て、その人気を不動のものとしながら事業展

開を進めてまいりたいということで考えてお

ります。 

 あわせまして、甲子園球場でのいろいろな

プロモーション活動等々を実施してまいりた

いと考えております。 

 (4)でございますが、４カ年戦略の中で目

標値を設定いたしておりまして、平成23年度

における熊本県の認知度の目標を26％という

ことで考えております。21年度で調査した段

階では21％でございましたので、今回あわせ

まして認知度の調査に取り組んで、くまモン

の認知度をさらに熊本県の認知度ということ

で高めてまいるように努めてまいりたいとい

うことで考えております。 

 51ページでございます。 

 県産品販路拡大強化支援事業でございま

す。九州新幹線の開業に伴いまして、お土産
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品の開発だとか、農工商連携等における商品

等のＰＲ支援を行って、大都市圏における県

産品の販路拡大を行ってまいりたいというこ

とで考えております。 

 事業概要でございますが、１点目が、お土

産等販路拡大支援事業といたしまして、平成

22年度に開業を機といたしまして「くまもと

うまカモン！」ということで20品目を選定い

たしまして、販売を開始いたしております。

これについて支援をしてまいりたいというふ

うに考えております。 

 それとあわせまして、県産品を首都圏等に

一堂にそろえましたくまもとフェア等を開催

して、県産品の販路拡大を図ってまいりたい

と考えております。 

 (3)でございますが、首都圏レストラン販

路開拓事業でございます。希少食材等につき

まして、首都圏のレストラン等のシェフ等を

お招きいたしまして、よりよいものを見出し

ていただき、そういうものを使ったものを、

試食会等を開催しながら販路開拓を進めてま

いりたいということで考えております。 

 ３、農商工連携サポート事業でございます

が、昨年度までにくまもと農商工連携100選

ということで、102の商品を選ばせていただ

いております。その102の商品を、販路拡大

を図るために、東京、大阪等で展示会並びに

商談会を出される場合、その出展費用の一部

を補助する事業でございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○守田憲史委員長 それでは、企業局の総括

説明を川口企業局長からお願いします。 

 

○川口企業局長 企業局でございます。よろ

しくお願いします。 

 企業局の事業概要につきまして、御説明申

し上げます。現在、企業局で公営企業として

経営しております事業は、電気事業、工業用

水道事業及び有料駐車場事業の３つでござい

ます。 

 まず組織機構でございますけれども、お手

元の資料の52ページをごらんいただきたいと

思います。資料の右側に本庁、左側に出先を

記載しておりまして、本庁は総務経営課と課

内室として荒瀬ダム撤去準備室、それから工

務課の２課１室体制となっております。 

 また左側の出先機関でございますけれど

も、発電総合管理所及び天草に都呂々ダム管

理事務所を設置してございます。 

 職員数は本庁が44名、出先機関が24名、計

68名体制で、昨年度に比べますと２名減とな

っております。 

 各事業の経営に当たりましては、本年３月

に第３期の経営基本計画を策定しておりまし

て、それに基づき経営基盤の強化と効率的な

事業運営に努めているところでございます。 

 次に、各事業別に概要を御説明したいと思

いますが、まず電気事業につきましては藤本

発電所、これは荒瀬ダムでためた水で発電し

ていた水力発電所ですけれども、これを除き

まして、７つの水力発電所と阿蘇車帰風力発

電所の計８発電所を運営しております。九州

電力へ売電を行っているところでございま

す。 

 なお、荒瀬ダムにつきましては来年度、ダ

ム本体の撤去に着手する予定でございます。 

 電気事業におきましては、藤本発電所の廃

止に伴います電力収入の減少、あるいは荒瀬

ダム撤去費用の支出の増加によりまして、厳

しい経営状況が見込まれております。このた

め、荒瀬ダム撤去資金の確保につきまして国

に対し支援を求めますとともに、国と県の検

討会議におきまして撤去費用のコスト縮減に

向けた検討を行っております。さらには、企

業局としても経費削減、収入確保などの経営

努力に努めるほか、今後、経営規模縮小に応

じて組織体制のスリム化にも取り組んでまい

ります。 
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 次に工業用水道事業につきましては、有

明、八代、苓北の３つの工業用水道事業を経

営しております。このうち有明工業用水道事

業につきましては、多量の未利用水に加えま

して多額の竜門ダム関連経費によりまして、

依然として厳しい運営が続いております。こ

のため、本年３月に有明工業用水道事業経営

再建計画を策定しまして、今後この計画に沿

いまして、収入増加策として企業誘致部門や

関係市町との連携をさらに強化し、新たな需

要開拓に努めますとともに、経費削減等に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 最後に有料駐車場事業でございますが、利

用台数は減少傾向にありますものの、安定し

た経営を維持しているところです。引き続

き、中心商店街等との連携強化によりまし

て、利用台数の増加に努めていきたいと考え

ております。 

 詳細につきましては次長から御説明いたし

ますので、よろしくお願い申し上げます。 

 

○古里企業局次長 55ページをお願いいたし

ます。企業局３事業会計の、今年度の当初予

算の総括表でございます。 

 各事業ごとに収益的収支、資本的収支に分

けて記載しております。 

 収益的収支と申しますのは、事業活動に伴

って発生します収入と、そのために必要な給

与や事務費などの維持管理費でございます営

業活動に関する支出というふうに考えており

ます。 

 また資本的収支につきましては、企業債の

借り入れや貸付金の返還に伴う収入と、施設

の建設改良や企業債償還金など資産形成に係

る支出を示しているものでございます。 

 まず一番上の電気事業でございますが、収

益的収支の損益の欄でございます。５億8,40

0万円余の損失を計上しています。これは先

ほどお話がございましたように、荒瀬ダムの

撤去に向けた費用を予算計上したことによる

ものでございます。 

 次の欄、工業用水関係でございます。同じ

く左から４番目の損益の欄でございますが、

収益的収支で２億3,800万円余の損失を計上

しています。これは有明工水において多量の

未利用水を抱えているということで、収入が

伸びず、加えて先ほどお話がございました竜

門ダム関連の費用負担によるものでございま

す。 

 次に一番下から２番目の行でございます

が、有料駐車場でございます。収益的収支の

中で約4,500万円余の利益を計上しているよ

うな状況でございます。 

 右側の資本的収支の一番上の電気事業でご

ざいますが、企業債の償還金の減少によりま

して支出が減少しているような状況でござい

ます。 

 次に、次の欄の工業用水でございます。長

期借入金の償還金の増加に伴い支出が増加し

ております。 

 次に、56ページをお願いいたします。 

 企業局の各事業の経営に当たりまして、昨

年度策定しました第３期の経営基本計画に基

づきまして、経営の基盤強化及び効率的な事

業運営を図ることとしているところでござい

ます。 

 57ページでございます。 

 各事業の概要でございます。まず、電気事

業の１の施設等の状況でございます。先ほど

お話がありましたように、７つの水力発電所

で、また１つの風力発電所、阿蘇市の車帰地

区で発電を行っている状況でございます。 

 ２の経営状況でございます。藤本発電所の

発電停止によりまして電気料の収入が減少し

ましたこと及び荒瀬ダムの撤去関連費用の計

上によりまして、平成22年度で４億8,300万

円余の損失、本年度はさっき申し上げました

とおり５億8,400万円余の損失を見込んでい

るところでございます。 

 阿蘇車帰の風力発電につきましては、企業
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局内部のプロジェクトチームによりまして最

適な運転の方法を確立するための実証実験作

業を行うなど、発電電力量の増加による収支

改善に取り組んでいるところでございます。 

 次に、３の藤本発電所、荒瀬ダムについて

でございます。平成14年12月に決定いたしま

した荒瀬ダムの撤去につきましては、撤去費

用が大幅に増加する見込みとなり、電気事業

の内部留保資金では撤去費用が賄えないなど

前提条件が大きく変わったことから、平成20

年11月に荒瀬ダム存続の方針が示されまし

た。しかし、平成22年２月でございますが、

水利権更新の見通しが不透明になったこと、

地域の混乱を長期化すべきでないとの理由か

ら、再び撤去の方針を示し、同年３月には藤

本発電所の発電を停止、ゲートを開放してお

ります。 

 次に、58ページをお願いいたします。 

 撤去の方針に沿いまして、昨年度からその

ための取り組みを進めております。このこと

につきましては、後ほどその他の報告の中で

御報告させていただくことにしておりますの

で、申しわけございませんが、重複いたしま

すので説明は割愛させていただきたいと思い

ます。後ほど御説明をさせていただきます。 

 次に、59ページをお願いいたします。 

 工業用水関係でございます。１の施設等の

状況、記載のとおりでございます。有明、八

代、苓北、３つの工業用水を経営しておると

ころでございます。 

 ２の経営状況の(1)でございます。事業全

体としましては、有明、八代の両工業用水に

おきましては、多量の未利用水を抱え大変厳

しい経営状況でございます。 

 事業ごとの状況でございますが、(2)の分

でございます。有明につきましては、平成13

年度末に竜門ダムが完成いたしました。その

関係で関係経費が増大し、平成14年度から大

幅な赤字になっております。このため、利用

されていない水につきまして、平成18年度に

上水道の水源の確保を計画されていました荒

尾、大牟田の両市に、上水道の事業で転用を

行ったものでございます。しかし、転用後も

１日当たり１万9,000立方メートルの未利用

水を抱え、厳しい経営状況が続いているた

め、昨年度策定いたしました経営再建計画に

基づき本年度、有明工水需要開拓推進会議を

設置し、商工観光労働部、地元市町との連携

をさらに強化し、新たな工業用水の需要の開

拓に努めているところでございます。 

 60ページをお願いいたします。 

 有料駐車場でございます。１の施設の概要

のとおり、熊本市安政町で298台の収容能力

を持ちます有料駐車場、それから新屋敷にご

ざいます21台と16台が収容できます月極めの

第２有料駐車場を経営している状況でござい

ます。 

 ２の経営の状況でございます。(1)でござ

いますが、郊外への大型店出店によりまし

て、中心市街地への入込客の減少、それから

中心市街地での大型立体駐車場の増加によ

り、利用台数は減少傾向にありますが、毎年

度利益を計上するような状況で推移しており

ます。 

 (3)でございますが、本事業につきまして

は、平成20年度に事業のあり方について検討

を行い、当面事業を継続していくこととなり

ましたが、平成26年度をめどに再検討を行う

というようなことにしているところでござい

ます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○守田憲史委員長 次に、労働委員会事務局

の説明を柳田労働委員会事務局長からお願い

します。 

 

○柳田労働委員会事務局 労働委員会事務局

でございます。 

 労働委員会の業務及び予算の概要等につい
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て、御説明いたします。お手元の説明資料の

61ページから64ページになります。 

 まず、労働委員会は、労使間に紛争が生

じ、自主的な話し合いで問題が解決できない

場合に、紛争解決を早め安定した労使関係を

築き上げるため、労働組合法に基づき設置さ

れております。 

 委員会の委員は、公益委員、労働者委員、

使用者委員、それぞれ５名の計15名で構成さ

れております。 

 労働委員会の業務は、大きく分けて３つご

ざいます。 

 第１は、審査業務でございます。これは、

労働組合等が使用者に組合活動を阻害するな

どの不当労働行為があったとして救済の申し

立てを行った場合に、調査、審問を行い、必

要に応じて救済命令あるいは和解等により解

決を図るものでございます。 

 第２は、調整業務でございます。これは、

労使間の紛争が労使の自主的な話し合いで解

決しない場合に、当事者からの申請に基づ

き、あっせん、調停及び仲裁を行い、解決を

図るものです。 

 第３は、個別労働関係紛争のあっせん業務

でございます。労働者個人と使用者間の紛争

を解決するため、平成15年度から知事より委

任を受け、取り組んでいるものでございま

す。 

 平成22年に取り扱いました事件でございま

すが、不当労働行為審査事件が３件、調整事

件が11件及び個別労働関係紛争のあっせん18

件、合計32件でございました。こうち４件を

平成23年に繰り越しておりましたが、現在は

４件とも終結いたしております。 

 次に予算でございますが、当委員会の予算

は委員会費及び事務局費で構成されておりま

す。委員会費は、委員報酬でございます。事

務局費は、職員の人件費及び調整、審査業務

を執行するために必要な経費となっておりま

す。 

 予算総額は、１億500万円余となっており

ます。 

 以上、よろしくお願いいたします。なお、

課長からの説明は、省略させていただきま

す。 

 

○守田憲史委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○鎌田聡委員 新エネルギー産業振興課長の

方から、資料には記載がないということで、

エネルギー政策ですね、この前も本会議で議

論になっておりましたけれども、本年度は本

来であれば庁内協議を行い、今話にありまし

たが、戦略プランを策定させるというお話で

ございましたが、いろいろな国の動きも含め

て、少し新エネルギー導入が加速化という方

向で今後検討というお話だったと思います

が、今後検討されるに当たって、また、どこ

で検討されるのか。そもそも昨年の８月に検

討会議を開催してまとめられたと思いますけ

れども、またそういった検討会議で検討され

ていくのか。そしてまた、そのスケジュール

を教えていただきたいと思います。 

 

○森永新エネルギー産業振興課長 新エネそ

れから省エネを含めた総合エネルギー戦略の

策定の今後の進め方についてということだと

思いますけれども、昨年度、新エネにつきま

して、いろんな大学の先生とか企業の専門家

の方を交えた検討委員会を開催させていただ

きました。 

 今年度までに、基本的には国の方で今後ど

れくらい新エネを伸ばしていくかとか、その

数値的な話がいろいろ議論が改めてされると

伺っております。ですから、基本的には昨年

までの議論を踏まえた上での、どれくらい伸

ばしていくかというそこのところに注目して

いるところでございますので、庁内で関係課
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いろいろ部局がございますので、新エネ部分

についてはそういう庁内的な、まあＰＴにな

るのか、組織体の検討はこれからでございま

すが、それを中心にやっていければと思って

います。 

 また、省エネとか新しい点も出てまいりま

したので、そこら辺は有識者の方からいろい

ろ御意見を伺うなりして、全体的な総合的な

プランになるような中身に今後検討を進めて

いきたいと思っております。 

 スケジュールも含めて現在検討中でござい

まして、国のペースでいきますと、今の報道

では来年度までかけてやるという話が出てお

りますが、それとはいえ来年度に向けての新

しい予算上のいろんな事業も国の方から出て

くると思いますので、それもにらみながらス

ケジュールを考えていきたいと思っておりま

す。基本的には、今年度、来年度かけて進め

ていく話になるのかなと、今時点では考えて

いるところでございます。 

 

○鎌田聡委員 基本的には、その数値目標あ

たりが国から示されて、それをどう織り込ん

でいくのかというようなお話ではなかったと

思いますので、私は県がつくった報告書を見

ておりませんが、ぜひそういった報告書もこ

の場に、現在の報告書はどういう中身なの

か、そしてどのようにそれを変えていくの

か、大枠は変わらないと私は思うんですよ

ね。新エネルギーのメニューがそう幾つもあ

る話ではないと思いますし、新たな取り組み

あたりがどれだけあるかわかりませんが、で

きればそのような報告書を出していただい

て、今後、その部分でどのように、方向性だ

けでもまず示していただいて、特に新エネル

ギーの問題につきましては、やっぱり大きな

テーマとして、国もそうだし、この委員会で

も大きなテーマとして取り扱うべき問題だと

思いますので、その点ぜひ今後、逐次この委

員会の中でも検討の部分を御報告いただいて

対応していただきたいと思いますが、まず報

告書をぜひいただきたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。 

 

○森永新エネルギー産業振興課長 一応、今

の御要望というか御意見がございましたの

で、ちょっと残りの部数を確認いたしまし

て、何らかの形でお届けしたいと思います。 

 それから、随時議論をやっていくというお

話を今伺いましたので、我々も検討状況をま

た委員会の方にもお知らせしながら、中身を

固めていければと思っておりますので、今後

ともよろしくお願いいたします。 

 

○守田憲史委員長 その報告書は、各委員全

員に配ってください。お願いします。 

 ほかにありませんか。 

 

○前田憲秀委員 説明資料の18ページ、中小

企業金融総合支援事業について、お尋ねをし

たいと思います。 

 先ほど説明でありました239億円余り、県

から金融機関への預託という御説明でしたけ

れども、ちょっとお尋ねをしようと思うんで

すけれども、これはそもそも、中小企業が金

融機関を通じてこの融資を受けたいというと

きに、金融機関によってその融資の条件が変

わるとか、そういうのはあり得るんでしょう

か。 

 

○福島商工振興金融課長 ここに予算計上し

ておりますのは県の制度融資でございまし

て、これは融資条件については一律になって

おります。どこの金融機関で借りても、同じ

条件で借りれるということになっておりま

す。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。各金融機

関、ここには金融機関も拡大したということ

も載っておりますけれども、プロパーで貸す
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分は金融機関のいろんな事情、諸条件がある

と思うんですけれども、この事業目的として

の中小企業の円滑な資金調達等は、なかな

か、本当に現場の中小企業さん、なってない

ような気もいたします。ですから、そこら辺

の調査をぜひしっかり指導徹底もお願いした

いなという要望をしておきます。 

 それと、あと１点だけいいでしょうか。 

 代位弁済についてなんですけれども、昨年

からことしにかけて代位弁済の件数、金額、

そこら辺の推移はわかりますか、今。 

 

○福島商工振興金融課長 済みません、ちょ

っと手元に資料がございませんので、後で御

報告を…… 

 

○前田憲秀委員 いいですよ、後でいただけ

れば。 

 

○守田憲史委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 33ページ、産業支援課の次世

代モビリティ普及促進事業ということで、二

輪も含めて電気自動車ということで、普通充

電器を道の駅に置いておくということですけ

れども、実際に今、どのくらい県内で走って

いるんでしょうか。それとあと、その充電器

を何カ所ぐらい計画されているのか、教えて

いただきたいと思います。 

 

○高口産業支援課長 現在、電気自動車の導

入状況につきましては、３月末で調査したデ

ータですけれども、その時点では80台でござ

います。今、市販されているのは三菱のアイ

ミーブとそれから日産のリーフという自動車

が主に走っておりますけれども、去年から本

格的に市場に入ってまいりましたので、これ

から急激に多分ふえていくのではないだろう

かというふうに考えています。 

 それから充電設備の今後の整備計画でござ

いますけれども、現在、民間等も含めて、私

どもの方で設置しますのが、今年度から３年

間で急速充電器を10カ所程度、それから普通

充電器を80カ所程度を整備したいというふう

に考えております。今年度は、その中で急速

を４機それから普通充電を30カ所程度整備し

たいというふうに考えておりまして、これに

ついては普通充電の方は現在、整備費の方は

県の方で持ちますが、その維持管理費につい

ては設置したところに持っていただくという

ことで、今希望を募っております。この状況

を見ながら、県内の配置のバランスとか、そ

れから先ほど御説明しましたモビリティ実証

実験を初めとする社会実験等の実施を円滑に

進めるという観点等を考慮しながら、設置場

所を決めていきたいというふうに考えており

ます。 

 

○鎌田聡委員 済みません、ちょっと不勉強

で。さっきのエネルギー問題じゃないですけ

れども、今、節電というふうな大きな流れが

あるんですけれども、それを電気を使うとそ

れに逆行しないかなというふうな、素人考え

でありますが、これはどうなんですか。電気

をどんどん使うということに対しての、そこ

は違いますよというような話なんですか。 

 

○高口産業支援課長 確かに、今委員御指摘

のように、電気自動車は当然電気を使います

ので、それに関しては節電という、電気の使

用量を減らすという観点からすると確かにマ

イナスの要素もあるのは事実でございます。

ただ、一方では経済産業省等の情報によりま

すと、今回の東日本大震災におきまして、こ

のＥＶというのは、ある意味では充電器を乗

せている移動体というふうな位置づけができ

ます。15キロとか20キロクラスの充電器を乗

せておりますので、それがあるということ

は、例えば停電になったときにそこからかな

りの量の電気を供給できますので、例えばち
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ょっとした情報を取るとか、そういったもの

にはできますので、そういった非常時等を想

定した場合にはＥＶもそれなりに意味がある

というふうな考え方もございまして、今国の

方ではそういったＥＶの新しい利用策、自立

電源のツールとしてのＥＶというふうな観点

等も、これから検討すべきではないかという

ような議論があっているというふうにお聞き

しております。確かに、ＥＶそのものは電気

を使うんですが、将来的にはこれを、例えば

ソーラーの電源とくっつけて、なるたけ市販

電気を使わないとか、そういった方向も出て

まいるかと思いますので、現時点では使うこ

とになりますが、将来的にはそういったこと

を考えていきますと、必ずしも節電にマイナ

スというふうにはならないのではないかなと

いうふうに考えております。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。一面ではそう

いった考え方もあるんだなということで、理

解できました。 

 あとは、この普及に向けて補助金あたりは

どなっているんですか。 

 

○高口産業支援課長 ＥＶそのものの導入で

ございますか。はい。ＥＶそのものにつきま

しては、国の方で補助制度がもう既にござい

ますので、それを活用して、アイミーブとか

ですと大体100万近いぐらいの補助が国の方

から出てございます。一応これに関しては全

国の都道府県の中では独自で、補助制度を持

っている都道府県もございますけれども、現

時点では私どもの方は、まだそこは用意をい

たしておりません。また、今アイミーブの方

が安い価格で出しておりますので、その動向

を見ながら、本格的なＥＶの普及は、私ども

も少し充電装置も置かないと、皆さん安心し

て走れない状況もあるかと思いますので、そ

の充電装置の整備の状況とあわせながら、単

独の補助制度を考えるかどうかは今後考えて

いきたいといふうに考えています。 

 ただ、二輪の方は今、資料の中にも入れて

おりますように結構ＥＶの二輪車というのは

高い価格を設定してございますので、そこは

普通の二輪車と遜色ないぐらいに、近いとこ

ろをリース料として補助する制度を今年度か

らつくっておりまして、これによってＥＶの

二輪の導入には支援していきたいというふう

に考えています。特にＥＶのネオという、本

田技研さんがつくっていらっしゃる二輪は熊

本製作所でつくっていただいている二輪車で

ございますので、地産の二輪車をできたら県

としてもなるたけ熊本で走っていただくとい

うのは重要かなというふうな形で補助制度を

つくっております。 

 

○早川英明委員 国際課にちょっとお尋ねし

ます。教えてください。 

 上海事務所をことしの秋までには開設をと

いうことですけれども、ここに予算を計上し

てありますけれども、この事業は熊本県と熊

本市と大学、三者の経費負担となっておりま

すが、大体この経費の県分についてはここに

出ていますが、市あるいは大学あたりからの

負担というのは、どのくらいの額でしょう

か。それが１点。 

 それから、ここには大体何名くらい駐在を

されますか、それの件。あるいはまた市、こ

の３者においては何名ずつ予定されておるの

か。 

 最後に３点目ですけれども、この開設に当

たりまして福岡の総領事館あたりとの今まで

の打ち合わせとか、そういうことは行ってお

られますか。どうでしょうか。 

 その３点について、ちょっと教えてくださ

い。 

 

○山内国際課長 国際課です。お答えしま

す。 

 １点目の、今回、県、市、熊大、三者で設
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置することについて、おのおのの負担がどう

なっているかということですけれども、本年

度につきましては開設に要する費用が1,050

万円、本年度分の運営に要する費用が900万

円と予定をしておりまして、トータルが1,95

0万。これを３で割りまして、県、大学、市

との650万円ずつの負担をすることを予定し

ております。 

 ２点目の、駐在員を何人程度どこから派遣

する予定かという御質問につきましては、ま

ず日本からの派遣は熊本県職員が１名、熊本

市職員が１名。それに先ほど産業支援課の方

から説明がありました、これはまだ日本人に

なるか中国人、現地の方を雇うかわかりませ

んが、そういった工業の専門アドバイザーが

１名。それプラス現地の採用職員ということ

で、熊大への留学経験者を２名雇用すると、

トータル５名程度でスタートする予定です。 

 ３点目の御質問の、地元の総領事館との連

携についてですけれども、先日、当課の方か

ら在福岡の中国総領事館の総領事の方に、本

県で上海事務所の設置をことし末を目標に予

定をしているので、ぜひ協力をよろしくとい

うふうに、総領事の方に直接お願いを申し上

げて、いろいろ総領事の方から上海市政府の

方に後押しの御連絡をしていただいたり等の

御協力をいただいているところです。 

 

○早川英明委員 今の３点目の件ですけれど

も、私たちの議連としましても、１回、近い

うちに行ってきたいというふうな考えを持っ

ておりますものですから、それをお聞きした

わけです。 

 

○守田憲史委員長 ほかにありませんか。 

 

○荒木章博委員 じゃあ、今、上海の話が出

たもんですからね。過去にジェトロというと

ころで、県の機関として運営をいろいろ連携

をとってやられていたということで、今回が

1,950万ということで、家賃としては大体ど

のくらいなんですか。もちろん３等分するん

でしょうけれども。 

 

○山内国際課長 月額で45万円程度です。 

 

○荒木章博委員 ３等分してですか。 

 

○山内国際課長 総額で45万円、それを３等

分することになりますので、各団体当たり月

額で15万円程度になります。 

 

○荒木章博委員 割と安いですね、今回は。

ジェトロのときはかなり高かったんだけれど

も、どんなですか。 

 

○山内国際課長 ジェトロはちょっと昔のこ

とになりますが、宙覚えで申しわけないんで

すが、ジェトロに事務所を出すとなると、１

県当たり2,000万近くの負担金がかかってい

たやに覚えております。事務所だけについて

は、そこそこの値段でいいところが借りられ

そうだというふうには考えております。 

 

○荒木章博委員 早川委員とも１期生のとき

にジェトロには訪問したいきさつがあります

けれどもね。 

 では、数点ちょっとお尋ねをしたいと思い

ます。 

 できれば、この委員会資料の中で新規事業

においては、一応新規事業として何か印でも

打っておいていただくと……（発言する者あ

り）書いてある、書いてありますか、例え

ば、17ページのところにも書いてありますか

ね。（発言する者あり）備考欄に書いてある

んですね。失礼しました。私がちょっと見間

違えました。 

 では一応、福島課長のところに、ちょっと

お尋ねしたいと思います。引き続きいいです

か。 
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○守田憲史委員長 はい。 

 

○荒木章博委員 この商工会の補助は全額で

20億ですか、20億をちょっと超えていますけ

れども、こういう61団体の内訳というのは、

要するに人件費を主とするもなのか、それと

も経営普及に力を入れておるのか。金額がか

なり大きいものですからね。そういうところ

をまずお尋ねしたいと思います。 

 

○福島商工振興金融課長 この補助金に関し

ましては、人件費の方がかなり多うございま

す。経営普及指導員とか補助員、記帳専任職

員がおりますけれども、彼らのマンパワーを

もちまして、中小企業の経営力のアップを図

っていくこととしております。 

 

○荒木章博委員 じゃあ、人件費としては大

体何名くらいの……。 

 

○福島商工振興金融課長 商工会、商工会議

所、商工会連合会を含めまして、補助対象職

員は394名です。 

 

○荒木章博委員 それは、１人１人個別に違

うわけですか。それとも一律何％とか幾らと

か、そういう補助のやり方、何名だったです

かね。 

 

○福島商工振興金融課長 394名につきまし

ては、一応補助単価というのがございまし

て、それぞれ経営指導員、記帳専任職員等に

一律で補助しております。具体的に各商工

会、商工会議所で経験年数とかそういうのに

応じて、その中で配分されているということ

です。 

 

○荒木章博委員 では、その割り振りは、そ

の商工会議所とか各種団体がやられるという

こと。何％かということは、わからないとい

うことですね。それは、やっぱりちょっと把

握すべきでしょうね、ある程度は。補助金を

出す以上は、ただ商工会に任せているという

だけではなくて、そこはきちんとやるべきだ

と思うんですよ。それはひとつ……。まだ幾

つかあるから、余り長くしゃべってもいか

ぬ。 

 それと、17ページに、これは新規事業です

けれども、リーダーを育成するということ

で、中堅の若手商業者ということで入ってい

ます。これはどんなことを大体計画してやら

れるのか、ちょっと詳しく教えていただきた

い。 

 

○福島商工振興金融課長 具体的には、そこ

にもちょっと書いておりますけれども、各商

店街、商工団体から推薦を受けました15名ほ

どを集めまして、７月から来年の１月まで７

カ月間にわたりまして、ゼミの開催と現地調

査を行うこととしております。 

 その後、その塾で１回きりで終わるんじゃ

なくて、その後、下の方に書いておりますけ

れども、(2)の方になりますけれども、まち

なかリーダー認定ということをしまして、こ

の終了後も、そのリーダーたちが横の連携を

とって、お互いに切磋琢磨しながら商店街の

活性化を図っていくような仕組みづくりをし

ていきたいと思っております。 

 

○荒木章博委員 194万という補助で新たに

取り組んでおられるわけですけれども、今か

らの事業ですから、内容についてはしっかり

精査して、人材の育成という一つの目的です

から、非常に有効活用されるような形で進め

ていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 それと、委員長引き続きいいですか。 

 

○守田憲史委員長 はい、どうぞ。 
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○荒木章博委員 25ページに、くまもと県民

交流館パレアにて、しごと相談・支援センタ

ーを実施するということで予算も計上されて

おりますけれども、だいたい何名ぐらい活用

されておられますか。 

 

○吉永産業人材育成課長 パレアには年間合

計１万人程度の来館者がございまして、その

うち就業相談に関しては約半分の5,000名が

相談に来ておられまして、月平均でいきます

と450名程度になります。 

 

○荒木章博委員 はい、わかりました。じゃ

あ、これは後日また委員会で述べるようにし

たいと思います。 

 きょうは最初の委員会ですから少しずつお

尋ねして、後日、次の委員会でまたいろいろ

内容についてはお話をしていきたい、かよう

に思っております。 

 43ページ、宮尾課長にちょっとお尋ねした

いと思います。 

 ようこそくまもとということで1,400万予

算が計上されております。企業や市民グルー

プ、地域づくり団体等が実施するおもてなし

活動を支援するとともに、県民運動としての

発展を図るということで書いてありますけれ

ども、今聞いたところによると約80団体の方

に補助をされている、これはどんな内容、ど

んな基準で決められたのか。 

 

○宮尾観光課長 観光課でございます。 

 80団体に、22年度も実績として補助金を出

させていただいております。これは、いわゆ

るお客様方を迎えるおもてなしの、例えば立

ち上がり花壇を高齢者の方たちとか地域の方

たちでつくられたりとか、春日人おてもやん

もその一つではないかと思いますけれども、

そういう団体の方たちがお客様方をお迎えす

るのに要する経費の一部というところで、１

団体最高30万円をお手伝いさせていただいて

おります。 

 今年度も前期と後期の２回に分けまして、

募集させていただいているところでございま

す。 

 

○荒木章博委員 春日人おてもやんで、非常

に地元のまちづくりで逆にお世話になってい

ますけれども、やっぱりこういうのも小山薫

堂さんの賞をもらったりとか、100万の補助

をもらってまたいろいろそれを長年ずっとや

っておられる。やっぱり広報の仕方というの

は、何か一部に限られているような感じがす

るわけですね。そういった中で、やっぱり多

くの県民にいろんな、小山薫堂賞にしても、

３名が100万、３賞をいただいて100万ずつ。

１つは実施できなかったからお返しをされた

という話を聞いておりますけれども、そうい

うまちづくりとかおもてなしの心というの

は、いろんな取り組む団体があるわけです

ね。そういった中で、やっぱり評価をして金

額あたりを決めていかれる、申請があったら

決めていかれるという、その組織の機能のあ

り方というのが、私はもっと問題があるんじ

ゃないかなというふうに思うんですね。だか

ら私の感ずるのには、例えば熊本駅前から豊

肥線を使って武蔵塚に武蔵のラッピング列車

を走らせて、要するにＪＲの役人さんにお願

いされたり、そして努力をされたりして、豊

肥線で阿蘇に観光客を連れていくとか。例え

ばまた、実施はできなかったけれども、３月

12日の開業のときに新幹線の「はやぶさ」が

到着した、９時の列車のときに、地域住民で

地域おこしをやって、1,200人のボランティ

アでそういう受け入れをしようと。そうい

う、いろんな方たちもたくさいらっしゃる。

そういう中に、やっぱり小山薫堂君を呼んで

やられるのにも、私も経済委員会ですけれど

も、経済委員会は呼ばないのか知らないけれ

ども、総務委員会も御案内はない。やっぱ
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り、そういう携わる、県民の予算を使うわけ

ですから、多くの人たちにそういうおもてな

しの事業をやっているということを表明し

て、みんなで、来たい人は来てほしい、そし

てその中で募集をしたらどうか。それが、一

部の人間だけで募集をして、一部の人間だけ

でそれがとり行われている。ちょっと、僕

は、そこが合点がいかないんですけれども

ね。それについて、どう思われますか。 

 

○宮尾観光課長 まず、おもてなしの助成金

でございますが、これはホームページですと

かメディアでも取り上げていただいておりま

すが、さらに確かに認知度がまだまだ周知が

足りないという部分は一般論として、ほかの

事業もあるかと思いますので、引き続き努力

してまいりたいと思っております。 

 

○荒木章博委員 一応、何を努力するのかと

いうことですよね。だから、やっぱり一部の

人間だけで、小山薫堂君というのにも昨年度

が800万、ことしも数百万の予算、合わせま

すと数千万の予算を出して、もちろんくまモ

ンという一つの生み出したところもあると思

うんですけれどもね。しかし、やっぱりそう

いう小山薫堂君の賞に外れた団体、それにも

全然案内はいかないで、一部の人間だけで30

0人ぐらいで、会場が狭いからといって企画

振興部長が司会をされたりして、一部の人間

だけでやっぱりやられる、これはちょっと、

私はナンセンスだなと思うし、やっぱり関心

がある、ないは別にして、その委員会ぐらい

は、観光振興を審議する委員会ぐらいにはそ

ういう話を、小山さんの話を聞いたりして普

及発展、お互いがみんなで、ここでも委員会

でも論議をやれる場所にするべきだと私は思

うんですね。これは余り多く言うことじゃな

いかもしれないけれども、委員長、一応部長

に答弁をこれは求めたいと思いますので、お

願いします。 

 

○中川商工観光労働部長 今、委員御指摘の

小山薫堂さんのお話と私どものおもてなしの

事業というのは違うという前提で、先生の御

意向は企画振興部にも伝えますけれども、私

どもの方で小山薫堂さんの事業の中身はちょ

っとよくわからない部分がございますので、

企画振興部に御意向は伝えさせていただきま

す。 

 

○荒木章博委員 違うという考え方は、私は

商工観光労働部長の発言とは思えないです

ね。これは、ひいては観光振興に通ずること

なんですよ。やっぱり横の連携をやるべきで

すよ、当然。 

 

○中川商工観光労働部長 私の責任でお答え

できるものではないという趣旨で申し上げま

した。連携はしております。 

 

○荒木章博委員 では要望しておきます。 

 それで、さっき春日人おてもやんとか名前

も出ました。これも小山薫堂君の賞をいただ

いているわけですね。そういった中で今、課

長の答えの中にそういう方面にも予算をやっ

ていると言われたわけですよ。予算を執行し

ているわけでしょう。それで選ばれたものを

執行しているわけでしょう。それで、自分の

所管とは違うとか、横の連携はやりますけれ

どという答えはちょっとおかしいと思うよ、

僕は。やっぱり、こういう一つの賞をやった

わけでしょう。そして観光振興として今から

おもてなしの心でやっていく一つの資料じゃ

ないですか。それを私は横の連携を逆にとる

べきだと思いますけれども、それはいかがで

すか。 

 

○中川商工観光労働部長 ＫＡＮＳＡＩ戦略

もそうですし、新幹線の開業に伴ういろんな

行事については、企画振興部、新幹線元年と
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連携をとらせていただいてやらせていただい

ているつもりでございます。ただ、先生の御

質問の小山薫堂さんのこの間のイベントに関

しては、なかなか私の方では責任あるお答え

はできませんので、伝えさせていただきま

す。 

 

○荒木章博委員 そこは各部で違うからでき

ないということですけれども、ただ、やっぱ

りそういう観光振興とかすべてそこは、おも

てなしの心も観光振興でしょう。だから、そ

こでやっぱり私たちは話し合いをやってやら

れるべきではないかなということは、どう思

われますか。 

 

○中川商工観光労働部長 向こうの方から私

どもに、今度の企画についていろんな御相談

があれば、商工観光労働部としての意向を伝

えたいと思いますけれども、今御指摘のこの

間の企画に関しては、特段、少なくとも私に

特段の御相談があっていませんでしたし、む

しろ私どもはそういう企画に積極的に参加し

て、会場に私も行きましたし、そういうこと

で協力はしているつもりではございます。 

 

○荒木章博委員 余り、それ以上話しても、

中川部長に話しても話はわからないんですけ

れども、できれば庁内が一体となった熊本の

観光振興ということを取り組んでいかなけれ

ば、アシアナにおいても一つ、すべてにおい

て撤退がないような熊本の観光行政は今の縦

割りだけでは、今の部長の答弁は私は納得い

きません。もう、これ以上は言いませんけれ

ども。お互いが、やっぱり尊重し合って、特

にやっぱり小山薫堂君のいろんなアイデアで

あるとか何とかは、あくまでもこれは企画が

やっているからよく聞いてないとか知らない

とかではいかぬ。やっぱり商工観光労働部も

一緒になって、私も行ったけれどではなく

て、やっぱりみんなが、盛り上げる人たちも

案内をすべきだということを私は申したんで

す。そうしたら担当者の方が、「忘れており

ました」とはっきり言いました、課長が。聞

いてください。そのほかの団体の人は、あと

10何団体の人には言うのを忘れておりまし

た、今後呼びますということです。そういう

ことではいけないから、私は言っておるわけ

ですよ。 

 時間の関係で、次に１つ質問します。 

 企業局に、ちょっとお尋ねをしたいと思い

ますけれども、実際、風力というのは、今、

車帰で600、600、300で今起こされておりま

すけれども、大体九電の方にはどのくらい売

却されて、今後はどんな計画があるのか、ち

ょっと聞かせてください。 

 

○福原工務課長 昨年度の売電の実績なんで

すけれども、約130万キロワットアワーの発

電をしております。これは、計画の47.9％で

ございます。 

 今後の計画なんですけれども、これまで、

ある一定の風向のときに風車の上と下で風向

が違うということで、機械に相当な振動を与

えるということから、運転の制限をかけてお

りました。この制限について昨年、企業局内

それからメーカー等を入れて再度検討した結

果、その制限をある程度緩和できるんではな

いかということで、今年度から詳細なデータ

をとりながら、徐々に制限を外しながら、最

適な運転を確立するということで、今作業に

入っているところでございます。この作業の

結果、発電電力量をかなりのところまで回復

できるんではないかというふうに、今は予想

を立てているところでございます。はっきり

した答えができなくて申しわけございません

が、今年度をめどに頑張っていきたいという

ふうに考えております。 

 

○荒木章博委員 何か上下に揺れるんでしょ

う、回らなくてね。今年度から、それをどう
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にか業者の方と相談して、風車が回るように

ということで取り組んでいかれる。収入は、

金額は１キロワット大体10円くらいですか。 

 

○福原工務課長 １キロワットアワー当たり

10円70銭でございます。 

 

○荒木章博委員 収入は聞いてないんです

が。 

 

○福原工務課長 平成22年度の収入が、1,38

6万6,000円でございます。 

 

○荒木章博委員 それでは、これどのくらい

かかって、起債を合わせれば年間どのくらい

の償還をしているわけですか。 

 

○福原工務課長 １年間の事業費としまし

て、昨年度が3,057万2,000円かかっておりま

す。その中には、企業債の償還等も含まれて

おるものでございます。 

 

○荒木章博委員 ということは、余りもうか

っておらん、マイナスだということですの

で、やっぱり今からの――荒瀬も要するに、

この１つの法案も外して今からやられて、や

っぱりこれは、企業立地課あたりとも、企業

立地課というか担当はどこですかね、商工産

業の支援課ですかね、力を合わせてやらなけ

ればいけない。電力については、今から、先

ほども鎌田委員からも質問もあったように、

非常に大事なことだと思うんですね。 

 私は、考え方としては、荒瀬は一応前議会

で私は籍は置きませんでしたけれども、撤退

をするということで１つの議案、法案も通っ

たと思うんですけれども、私は再度見直す時

期に来たんじゃないかなというふうに思いも

します。これは、１委員の意見ですけれども

ね、どんな意見でもあるわけですけれども。

やっぱり、そういうものの水力なんていうの

は非常に、今から火力、水力というのは力を

入れていかなければいかぬ時期なんですよ

ね。特に風力もですよ。そうすると、風力も

実際そこに、熊本県が所有しているのは３基

なんですかね。そして、要するに電源開発と

かなんかいうのは10何基使用しているという

ふうに聞いておりますけれども、そこあたり

をちょっとお尋ねしたいと思います。 

 

○福原工務課長 現在、熊本県の方では、企

業局で、先ほどお話しのとおり３基運営して

おりますけれども、西原の方に電源開発さん

が資本を出している会社の方で1,750キロワ

ットを10台、運転をしているところです。 

 それから天草市の旧五和町の方で300キロ

を２台、それから産山村の方で600キロを１

台、それから荒尾市の三井グリーンランドの

方で250キロワットを１台、それから小国

町、これも西原と今同じ経営になっておりま

すけれども、合計の8,500キロワット、それ

から南阿蘇村なんですけれども、これは日立

系の会社だと思いますが、春木が岡風力発電

という会社が600キロワットを３基運営して

いるという状況でございます。 

 

○荒木章博委員 やっぱりたくさんのそうい

う、電源開発とかという会社やいろんなとこ

ろが阿蘇周辺の風力を使ったものに力を注い

でいるわけですね。熊本県の場合は、上と下

がこう回って電力の供給が少ない。そういう

ところとやっぱりタイアップをして、任せら

れるものは任せて、電力の供給に努めるべき

だというふうに要望しておきます。 

 委員会の時間等もありますから、今委員会

で質問したことは、あとは詳しく、内容につ

いては今後述べるようにしたいというふうに

思いますので、またそういうところでよろし

くお願いします。 

 一応、終わります。 
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○守田憲史委員長 ほかに。 

 

○吉永和世委員 観光課ですか、観光業は非

常に大事だと思います。外貨を稼ぐ、県にと

っては非常に大事な産業であると思います

が、それで外国戦略として、中国と韓国は見

えるんですが、台湾戦略は若干見えないよう

な気がするんですが、そこら辺はどのように

なっているんですか。 

 

○宮尾観光課長 台湾からのお客様につきま

しては、熊本の場合、韓国、中国、台湾ぐら

いで、３番目、４番目ぐらいの数でおいでい

ただいております。そういった意味では、民

間レベルでも台湾はチャーター便が結構出て

おりますし、行き来のチャーターが出ており

ますし、当然、私どもも招聘の対象として

は、誘客の対象としては台湾も非常に大きな

部分と思っておりますので、あわせて一生懸

命やっていきたいと思っております。 

 

○吉永和世委員 台湾といいますと、今回の

東日本大震災でも義援金170億ですか、そう

いう形で、日本に対してすごくいい思いを持

っていらっしゃるというふうに思いますし、

そこに対してやはりこちらからある程度友好

関係をもっと深めていただいて、県産品等の

問題も、台湾を通じて中国へみたいな、何か

そういった戦略も考えられるのではないのか

なというふうに思いますので、できれば台湾

との関係をより深めていただくように努力い

ただければというふうに思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 

○宮尾観光課長 ありがとうございます。 

 それから、済みません、１点訂正でござい

ます。台湾からは韓国に次いで２番目の多さ

でございます。失礼いたしました。訂正させ

ていただきます。引き続き頑張ってまいりま

す。 

 

○守田憲史委員長 ほかに質問はありません

か。 

 

○杉浦康治委員 15ページですけれども、荒

木委員の御質問と関連しますけれども、商工

会に対する補助に関して予算が非常に組みに

くい状況になってきているというようなお話

も聞きます。経年的にどういうふうな補助率

の変化があったのか、それから今後どういう

ふうな方向でそれをやっていかれるのかとい

うことについて、ちょっとお聞きしたいと思

います。 

 

○福島商工振興金融課長 商工団体に関する

補助でございます。平成20年に策定しました

財政再建戦略、これに基づきまして一応、計

画的な削減を行ってきておりまして、本年、

平成23年度が一応計画の目標年ということに

なっております。 

 金額的に言いますと、昨年度に比しまして

１億ほど、率で５％ほどの減額となっており

ます。 

 今後につきましては、また県の財政状況等

もございますので、ここではっきり申し上げ

ることはできないと思いますけれども、私ど

もの方といたしましては、やはりこの商工団

体というのは県内の中小企業者にとっては非

常に重要な団体と考えておりますので、精い

っぱい頑張っていきたいと思っております。 

 

○内野幸喜副委員長 きょう荒木委員それか

ら今の杉浦委員からの質問が出ました、３カ

年で15％ですか、合計で減らしたと。当時３

年前商工会関係者の方、商工会議所の関係者

の方々といろんな意見交換をさせていただき

ました。その中でやっぱり意見が出るのが、

やはり商工会、商工会議所が持つ役割という

のは、多面的な部分がやっぱりあるというこ

となんです。やっぱり地方に行けば、経営手
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法だけでなくて地域のまちづくりを担ってい

る部分というのがあるんですね。その点も私

は認識していただきたいと思います。 

 確かに県の予算が厳しい中、今までどおり

の予算をというのはやっぱり難しいかもしれ

ませんが、その点も商工会、商工会議所、そ

ういったところの団体に関してはそういった

部分も担っているんだということも御理解い

ただければと思います。 

 

○守田憲史委員長 質問はありませんか。 

 

○吉永和世委員 有明工業用水事業ですか、

大幅な赤字ということですけれども、今、小

水力が見直されているわけでありますけれど

も、この工業用水を活用しての小水力発電と

いう、そういった考え方というのはできない

ものなんですか。唐突に言って、申しわけあ

りません。 

 

○福原工務課長 私どもは今３カ所の工業用

水を運営しているんですけれども、まず有明

工業用水ですが、こちらの方で水力をという

ことで以前検討したことがあるんですが、こ

こは配水するに当たって大牟田と私どもの工

業団地の方に分水する金山というところがあ

るんですけれども、ここまでは一応送水ポン

プで高いところまで水を揚げます。あとは自

然流下で流すんですけれども、その配水管の

途中にそういう水力発電ができないかという

ことで検討したんですが、そこに仮に水力発

電を入れてしまうと、流下の圧力が確保でき

ないんです、需要家で水を取るところの。そ

ういうことで水力発電を建設するのはちょっ

と難しいということが出ております。 

 八代工水については、ここはほとんど落差

のない水量になっているものですから、ここ

もそこに水力発電をつくってしまうと、浄水

場まで今度は水の導水ができないため、新た

な動力が必要になるということで難しいとい

うことでございます。 

 あと１点、苓北工水なんですけれども、こ

ちらについてはダムから１回、原水池という

ところに水を落として、水を配っているんで

すけれども、このときにそのダムの落差を利

用して発電ができないかということで、内部

で検討しているところでございます。 

 

○吉永和世委員 再度検討してみたらいかが

でしょうか。 

 

○福原工務課長 この検討を進めるというこ

とで、やっているところでございます。 

 

○荒木章博委員 １つちょっと聞き忘れてい

たものですから。 

 観光の経済指数というのは４年前3,200億

が目標で2,900億だったんじゃなかったかな

と思うんですけれども、今どういう状況です

かね。 

 

○宮尾観光課長 委員がお尋ねなのは、観光

消費額だと思います。おおむね、もちん安・

近・短でしたり、１人当たりの使うお金が非

常に減ってきたりということで、少しずつ減

ったりしておりますが、おおむね3,000億前

後で推移していると思っております。 

 

○荒木章博委員 では目標というのは、もち

ろん立てておられるのかな。 

 

○宮尾観光課長 現在の観光立県推進計画に

おきましては、観光消費額の目標は立ててお

りません。かつては目標の観光客数とか宿泊

客数とか外国人と合わせて観光消費額という

のは目標として出していた時期もございまし

たけれども、非常に統計がとりにくいという

ような背景もございまして、現在は額そのも

のは目標にはしておりません。 
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○荒木章博委員 はい、わかりました。 

 さっきの商工会の20億8,900万の補助とい

うことで話が幾つか出ていましたけれども、

私はこれは減ったということは、実は非常に

残念なんです。だから、もっと内容あたりも

見きわめて、これでも足らないというならや

っぱり出すべきですよ。そういう指数で、た

だ一概にぱっとして20億、これではいけない

と私は思います。だから、きちんと審査し

て、それでも足らないものは足らない、足り

ているものは足りている、どうなのかという

ことを、この４年間のうちに見きわめる必要

があるということを提案しておきます。以上

です。 

 

○守田憲史委員長 質問はありませんか。 

 

○守田憲史委員長 それでは、５分間休憩し

まして、付託議案等に入ります。 

 休憩します。 

  午前11時55分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時１分開議 

○守田憲史委員長 再開いたします。 

 次に、本委員会に付託された議案等を議題

とし、これについて審査を行います。 

 議案等については、商工観光労働部、企業

局の順に執行部の説明を求めます。 

 まず、中川商工観光労働部長から総括説明

を受け、続いて各課長から説明を求めます。 

 それでは、中川部長お願いします。 

 

○中川商工観光労働部長 それでは、提出議

案の概要について説明させていただきます。 

 平成23年度６月補正予算についてでござい

ますが、お手元のもう一つの資料、「経済常

任委員会説明資料」でございます。１ページ

をお願いいたします。 

 商工観光労働部総額で26億6,100万円余の

増額補正をお願いしております。その主な内

容は、東日本大震災の影響による資金繰りが

厳しくなった事業者の資金調達の円滑化を図

るための経費25億700万円余、ふるさと雇用

再生特別基金を活用した事業に要する経費１

億3,400万円余、東日本大震災により影響を

受けた県内企業を支援する事業を行う商工関

係団体に対する補助2,000万円でございま

す。 

 また、中小企業対策融資損失補償に関する

債務負担行為の変更が１件、平成22年度から

23年度への繰越額の確定に伴います繰越計算

書の報告が７件でございます。 

 さらに、本日は熊本県中小企業振興基本条

例に基づく取り組み、次に平成23年度雇用創

出基金事業の取り組み及びくまもと臨空テク

ノパークにおきます大日本スクリーン製造株

式会社の進出計画の凍結解除について、３点

御報告させていただきます。 

 なお、詳細につきましては担当課長から説

明させますので、よろしく御審議いただきま

すようお願い申し上げます。 

 

○福島商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。資料の２ページをお願いいたし

ます。 

 中小企業振興費のうち金融対策費につきま

して、25億750万円の増額をお願いしており

ます。 

 内容につきましては、右の説明欄に記載し

ておりますように、中小企業金融総合支援事

業に係るものでございまして、東日本大震災

により影響を受け、経営の安定に支障が生じ

ている県内中小企業者向けの融資制度を拡充

するものでございます。このため、金融円滑

化特別資金の融資枠を251億から351億へと、

100億円拡大するものでございます。 

 また、融資限度額を既存資金と別枠で8,00

0万円にしますとともに、保証料補助も0.1％

から0.3％に引き上げ、中小企業者の負担を

軽減することとしております。 
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 これらの経費としまして、金融機関への貸

付原資、預託ですけれども、25億円、保証料

補助750万円を計上させていただいておりま

す。 

 次に、資料の３ページをお願いいたしま

す。 

 制度融資に係る債務負担行為の変更をお願

いしております。 

 県の制度融資に関しまして、保証協会が保

証債務の履行、すなわち代位弁済を行いまし

場合に、その損失の一部を県が補てんするこ

ととしておりますが、今回の融資枠100億円

の設定に伴いまして、損失保証額限度額を4,

000万円増額し、１億776万円から１億4,776

万円へと変更するものでございます。 

 以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。 

 

○大谷労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。４ページをお願いいたします。 

 失業対策総務費の雇用対策費でございます

が、ふるさと雇用再生特別基金市町村補助事

業及びふるさと雇用再生特別基金事業の２事

業について、合わせて１億3,000万円余の増

額補正をお願いしております。 

 これは、ふるさと雇用再生特別基金を活用

して、地域における継続的な雇用機会の創出

を図るため、市町村事業に対する補助と県事

業に対する経費でございます。 

 平成22年度事業の執行残高が１億3,000万

余り生じたことから、これを財源として労働

雇用課で一括計上するものです。今後、庁内

各課及び市町村に対して追加事業を募集し、

９月議会に報告させていただきます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○吉永産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。説明資料の５ページをお願いし

ます。繰越計算書についての御報告でござい

ます。 

 平成22年度２月補正で繰越明許費の設定を

議決いただきました、高等技術訓練校設備整

備費でございますが、繰越額は4,910万4,000

円でございます。この事業は、昨年11月の国

の補正により創設されました地域活性化交付

金を活用しまして、訓練校の空調設備の改修

等を実施するものですが、工事に必要な適正

な期間の確保ができなかったために、やむを

得ず全額を繰り越したもので、本年度中には

工事が完了する見込みでございます。 

 以上でございます。よろしく御審議をお願

いします。 

 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。委員会説明資料の６ページをお願いいた

します。 

 工鉱業振興費のうち工業振興費でございま

すが、2,000万円の補正をお願いいたしてお

ります。 

 説明欄に記載しておりますが、新規事業で

震災関連復興地域企業支援総合補助事業とい

たしまして、今般の東日本大震災により影響

を受けた県内企業に対しまして、タイムリー

な支援を行います商工団体等に対して補助を

行うものでございます。補助率は、３分の２

を予定いたしております。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費に係る繰越計算書の報告でござ

います。国の地域活性化臨時交付金を活用い

たしまして、平成23年２月に補正をお願いい

たしました産業技術センター食品加工室改修

事業につきましてでございます。農工商連携

等によります新商品の開発や試作を促進する

ために、産業技術センター食品加工室を食品

衛生法に適合する施設に改修するものでござ

います。年度内に事業が完了しないために、

改修費の全額を繰り越したものでございま

す。 

 なお、ことし秋ごろの完成を目指して、鋭
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意整備を進めております。 

 以上、審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○森永新エネルギー産業振興課長 新エネル

ギー産業振興課でございます。８ページをお

願いいたします。 

 くまもとソーラーパーク推進事業費につき

まして、事業者向けのソーラーについては昨

年９月に補正を行いました。また住宅向けソ

ーラーについては、先ほども説明しましたよ

うに２月に補正を行っておりまして、それぞ

れ一部の事業者において工期の不足等が出て

まいりましたため、総額２億1,430万円弱の

繰越額となったものでございます。 

 それから、先ほど鎌田委員からの御質問

で、委員長からお話がありました、お手元に

グリーンの冊子をちょっとお配りしておりま

す。先ほど御説明いたしましたように、これ

は昨年度、国の当時のエネルギー基本計画の

中で、新エネルギー、再生可能エネルギー全

体で2020年まで10％に持っていくという計画

がございまして、これにあわせて本県では実

際の導入、その再生エネルギーから大規模な

水力を除きまして８％ぐらいの数字の目標を

立てたところでございますが、例えば、79ペ

ージにその目安の数字をちょっと上げさせて

いただいておりますが、現行が本県の場合、

ここの表がございますが、この一番下のとこ

ろですね、１エネルギー供給比ということ

で、現行、本県の場合5.49％あるものを８％

以上に持っていきたいとの目標として示して

おったところでございますが、国が、先ほど

御説明させていただいたとおり、2020年代の

早い時期に、10じゃなくて20％まで持ってい

きたいということで、今、最新の内容では表

明されておりますので、そこの、ことし、来

年にかけての国の議論を見ながら、この新エ

ネの比率をどれくらいに持っていくかという

のを、県でも改めて議論していきたいと思っ

ております。 

 以上、簡単でございますが、この冊子の御

説明とさせていただきます。以上でございま

す。 

 

○渡辺企業立地課長 企業立地課から、繰越

明許費繰越計算書の３件の御報告でございま

す。資料の９ページをお願いいたします。 

 まず産業支援サービス業等集積促進事業費

でございますが、1,578万4,000円を今年度に

繰り越しております。これは、くまもとテク

ノプラザのエレベーターの更新を行うもので

ございます。地域活性化臨時交付金２月補正

予算に計上させていただいたものでありまし

て、工期不足のために繰り越しております。

現在、仕様の最終調整を行っておりまして、

年内整備完了の予定でございます。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 企業立地関連基盤整備補助費でございます

が、727万5,000円を本年度に繰り越しており

ます。 

 この事業は名石浜工業用地の管理を行いま

す長洲町が実施いたします道路側溝の整備工

事に対する補助でございます。長洲町が発注

した業者が倒産いたしましたことにより、新

たな業者選定を行う必要が生じまして、事業

実施に不測の日数を要したものでございま

す。 

 なお、工事は６月17日に完了いたしており

ます。 

 11ページをお願いいたします。 

 工業団地施設整備事業費でございますが、

９億4,938万1,000円を今年度繰り越しており

ます。これは、菊池テクノパーク整備におき

まして用地交渉の難航によりまして、用地補

償費等を繰り越したものでございます。５月

末までに権利者51名全員から、契約について

承諾をいただいております。用地交渉が若干

長引きましたけれども、平成25年３月の整備

完了の予定には変更ないように、進捗管理を
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進めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○宮尾観光課長 観光課でございます。 

 観光課も、繰越明許費の計算書の報告でご

ざいます。12ページをお願いいたします。 

 国の緊急経済対策の補正によりまして、平

成22年度２月補正でお願いしたものでござい

ます。きめ細かな交付金を活用した事業でご

ざいまして、多言語化に向けて内容の検討で

すとか翻訳を実施して工事を行う必要がござ

いますので、工期不足のために繰り越させて

いただく分でございます。 

 今回の補正で、４カ国語がかなり進むので

はないかというふうに思っております。現

在、約100カ所程度の多言語化をする必要性

のある観光標識がございますので、よろしく

お願いいたします。 

 

○古里企業局次長 資料の13ページをお願い

いたします。 

 昨年度から本年度に繰り越しました３事業

について、公営企業法の規定によりまして御

報告をいたすものでございます。 

 １件目は、市房第一発電所の修繕業務委託

の繰り越しにかかわる分でございます。 

 一番右の説明の欄をごらんいただきたいと

思います。昨年夏に発生しました落雷事故に

よりまして故障が発生しまして、幾つかの機

器について茨城県の工場に早期修理を実施し

ておりましたが、３月11日の東日本大震災に

より工場が被災しまして、年度内の完了が不

可能となったため繰り越しを行ったものでご

ざいます。 

 なお、茨城県の工場が３月末から順次操業

再開したことによりまして、４月には修理と

それから発電所への据えつけが終わっており

ます。 

 それから２件目と３件目については、これ

はいずれも一連の荒瀬ダム撤去に関しますも

のでございまして、来年度から実施します撤

去工法などの詳細設計、さらにはコスト縮減

対策等の検討を行うものでございます。 

 コスト縮減につきましては、撤去資金が不

足する中で広く募集しました結果、多くの提

案がなされました。予定よりも多く、しかも

内容が多岐にわたりましたために、その内容

の精査や、それを受けました河川管理者との

協議に不測の日数を要し、結果として年度内

に完了することができなくなりましたため、

本年度に繰り越しを行ったものでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○守田憲史委員長 以上で執行部の説明が終

了したので、質疑を受けたいと思います。質

疑はありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○守田憲史委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号について、採決をしたいと思いま

す。 

 それでは、議案第１号について、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○守田憲史委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号は、原案のとおり可決す

ることに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件について、お

諮りします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○守田憲史委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他の報告事項に入ります。 

 報告の申し出が、商工観光労働部から３
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件、企業局から１件あっております。 

 まず、それぞれ担当課長から説明を受けた

後に、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告①について、商工政策課か

ら説明をお願いします。 

 

○田中政策審議監 報告事項の資料をごらん

ください。熊本県中小企業振興基本条例に基

づく取り組みについて、御報告いたします。 

 熊本県では、これまで中小企業の施策を県

政の重要課題と位置づけ、さまざまな施策に

取り組んでまいりました。 

 特に、平成19年３月の中小企業振興基本条

例の制定により、中小企業の振興の基本とな

る事項が定められ、さらなる施策の充実に努

めているところでございます。 

 今般、例年同様この中小企業振興基本条例

に基づく前年度の主な取り組みの成果等につ

いて、御報告をさせていただきます。 

 条例を踏まえまして、合計10の柱立てに整

理をいたしております。個々の取り組み内容

につきましては、本日各課の説明等とも重複

する部分も多くございますので、省略しなが

ら御説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、資料１ページからでございますが、

条例の周知、受注機会の増大等でございま

す。 

 １つ目のところにございますが、商工観光

労働部長名での各方面に対する条例の周知、

それから県の発注工事に係る受注機会増大の

要請等を行っております。 

 また、２つ目のところにございますが、ホ

ームページ等各種媒体、セミナー等による県

民等への条例の周知などを行っております。 

 めくりまして２ページ目、②新たな産業の

創出の促進といたしましては、経営革新の推

進、経営革新事業の承認、また３ページ目、

上から２つ目にございますが、リーディング

企業を育成するための取り組みなどを行って

おります。 

 同じく３ページ下の方から、中小企業者の

経営基盤の強化といたしまして、総額で225

億円余の制度融資を実行しております。 

 また、めくりまして４ページ冒頭、商工

会、商工会議所や中小企業団体中央会を通じ

た経営支援などを行っております。 

 ５ページ目、④事業者の有機的な連携の促

進といたしまして、農商工連携の取り組み支

援などを行っております。 

 同じく５ページ、⑤人材の育成、確保とい

たしまして、ジョブカフェにおける若年者の

就職支援。 

 また、６ページの上の方にございますが、

教育界と地域産業界との連携によるキャリア

教育支援、また中ほどからちょっと下の方に

ございますが、県立技術短期大学校等におけ

る人材育成などを行っております。 

 ７ページの下の方、⑥研究開発の推進、産

学行政連携といたしまして、くまもと有機薄

膜技術高度化支援センターの機能も含む産業

技術センターのリニューアルオープンを３月

23日にいたしております。 

 また、めくりまして８ページの中ほどあた

りにございますが、ものづくり、自動車、半

導体関連など、さまざまな分野での産学交流

連携の推進支援などを行っております。 

 ９ページ目の下の方、⑦環境と調和のとれ

た産業活動の促進といたしまして、バイオマ

スの活用推進や産業廃棄物の排出抑制、リサ

イクル技術開発に関する支援などを行ってお

ります。 

 めくりまして10ページ、⑧中小企業振興に

資する企業立地の促進といたしまして、半導

体、自動車関連分野を中心に、トップセミナ

ーなどにより、本県への誘致に取り組んでお

ります。 

 11ページ、⑨地域の多様な資源等を生かし

た事業の促進といたしまして、商店街振興関

連の取り組み、あるいは海外市場開拓関連の

取り組み、あるいは観光関連の取り組みなど
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を行ってございます。 

 めくりまして12ページ、⑩安心して子育て

等ができる雇用環境の整備といたしまして、

子育て女性のための再就職支援プログラムな

どの取り組みを行っております。 

 以上が、22年度の主な取り組みでございま

す。 

 次、13ページ以降は、23年度の中小企業振

興に関する事業等を一覧として取りまとめて

おります。 

 同じような、22年度と同様の整理で整理し

ておりますので、詳細説明は割愛させていた

だきたいと思いますが、事業全体といたしま

して76事業、総額327億円ほどとなっており

ます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○守田憲史委員長 次に、報告②について労

働雇用課から説明をお願いします。 

 

○大谷労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。26ページをお願いいたします。 

 平成23年度の基金事業の取り組みについ

て、御説明をさせていただきます。 

 この総括表は２月議会においても報告させ

ていただいておりますが、その後新たに計画

いたしました事業についての追加記載をして

おります。 

 上段の県事業についてですけれども、上か

ら２行目の緊急雇用創出基金事業について、

今回追加分として３事業6,000万円を計画

し、28人の雇用を創出することとしておりま

す。これにより、県事業としては合計51億7,

000万円、2,148人の雇用を創出する見込みで

ございます。 

 次の27ページに、新たに追加した県事業の

一覧を添付しております。 

 報告は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○守田憲史委員長 次に、報告③について企

業立地課から説明をお願いします。 

 

○渡辺企業立地課長 企業立地課でございま

す。企業立地課からは、くまもと臨空テクノ

パーク大日本スクリーン製造株式会社の進出

計画の凍結解除について、御報告申し上げま

す。 

 くまもと臨空テクノパークにおきます、大

日本スクリーン株式会社の進出計画の凍結に

つきましては、去る６月13日に解除をする旨

の連絡がございましたので、御報告申し上げ

ます。 

 大日本スクリーン製造と申します会社とい

うのは、29ページの参考に書いてございます

が、京都を本社にする、７番に書いてござい

ます半導体の製造装置メーカーで、世界６

位、半導体の洗浄装置部門では世界シェア１

位の半導体関連メーカーでございます。 

 28ページに戻っていただきまして、１番目

にくまもと臨空テクノパークの概要というの

がございます。 

 次の30ページに位置図が書いてございます

が、熊本空港に行く途中のテクノリサーチパ

ークの隣にございまして、31ページにござい

ますように、Ａ区画、Ｂ区画合わせて21ヘク

タールの工業用地でございます。これにつき

ましては、規模24.1ヘクタールで事業費30億

円をかけまして平成20年度に造成工事を完了

いたしております。 

 ２番目の、大日本スクリーン製造との協議

状況等でございますが、平成20年８月に立地

協定を締結しております。協定の概要としま

しては、書いてございますように、くまもと

臨空テクノパーク全体を活用して、同社の半

導体、液晶、印刷機器等の装置製造に関する

工場を建設するということで、表に書いてご

ざいますように投資金額は総額500億、従業

員が新規雇用1,500人というのを予定されて

おりました。 
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 ところが、２つ目の丸でございますが、平

成21年２月にリーマンショックに起因します

業績悪化により、進出計画を凍結するという

旨の連絡がございました。それ以降、平成21

年度以降、凍結解除に向けた協議を実施いた

しておりまして、平成21年度５回、22年度は

４回、平成23年度は知事によるトップセール

スを含め３回協議、計12回の協議を実施いた

しております。 

 丸の最後でございますが、平成23年６月に

同社が、熊本の進出計画の凍結の解除という

ことで、業績の回復や県の積極的な働きかけ

をもちまして、凍結を解除する旨の連絡がご

ざいました。 

 そのため、進出計画の凍結を解除して本県

との協議を再開すると。ただ、操業時期とか

業種、規模等の事業計画は、今後検討すると

いうことでございます。土地の取得について

は、段階的に取得したいという意向が示され

ております。 

 ３番目の今後の予定でございますが、平成

20年８月に締結いたしました協定内容の早期

実現のために、早期の土地分譲を目指し、同

社等と協議を進めてまいる所存でございま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○守田憲史委員長 次に、報告④について、

企業局から説明をお願いします。 

 

○古里企業局次長 資料の32ページをお願い

いたします。 

 荒瀬ダムに関します昨年度からの取り組み

状況について、御報告をいたします。 

 撤去計画、資金計画、地域の課題の３つに

ついて、説明させていただきます。 

 まず、１の撤去計画でございます。昨年４

月に立ち上げました荒瀬ダム撤去技術研究委

員会での確認、検証を経て、12月にダム撤去

計画案を策定いたしました。 

 本年１月には、地元住民や関係団体の皆様

に説明を行っております。また５月には、荒

瀬ダム撤去フォローアップ専門委員会を開催

しております。 

 今後の取り組みのところでございますが、

今後は撤去工法の詳細検討を行いながら、河

川管理者との協議等を進めてまいります。来

年度から、ダム本体撤去工事に着手するた

め、本年秋ごろを目途に国への除却申請を行

うこととしております。 

 次に、２のダムの撤去資金でございます。

総事業費約92億円、撤去資金の不足額を約30

億円と試算しております。 

 (1)のコスト縮減でございますが、ダム本

体の撤去費用の縮減を図るため、民間からの

技術提案の募集を行ったほか、県土木部の協

力を得ながら、庁内で検討を進めています。

あわせて、国と県の検討会議の中でも協議を

行い、助言、指導を国からいただいていると

ころでございます。 

 (2)でございます。国の財政支援でござい

ます。これについては県議会からも意見書の

提出など大きな支援をいただいております

が、１つの大きな成果として道路かさ上げな

どのダム撤去関連事業の本年度分として、事

業ベースで約３億3,000万円の交付決定があ

っております。 

 一番下の今後の取り組みでございますが、

今後はダム本体の撤去費に対する支援につき

まして、引き続き国に要望を行いますととも

に、国と県の検討会議を通じて、コスト縮減

を取りまとめることとしております。また当

然のことながら、企業局におきましてもさら

なる経営努力を進めてまいることとしており

ます。 

 このような取り組みを受けまして、本年度

中には資金計画を作成したいというふうに考

えております。 

 次の33ページをお願いいたします。 
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 ３の、ダム撤去に伴います地域課題でござ

います。昨年６月に地元の皆さんや八代市を

メンバーとして、ダム撤去に伴いまして発生

します地域課題を整理し、その解決を図るた

めに、荒瀬ダム撤去地域対策協議会、これを

設置しております。これまで３回会議を開催

し、地元から要望されました課題について協

議を行いました。例えば、井戸枯れのような

喫緊の課題については迅速な解決を図り、さ

らに撤去工事に伴います環境問題などにつき

ましては、今後の方向性を示し御了解をいた

だいているところでございます。 

 今後は、残されました一部の消防水利や地

域交通等の課題について、さらに地元の皆さ

んと八代市などとの協議を進め、解決のため

の取り組みを進めていきたいと考えておりま

す。 

 最後に、今申し上げました、昨年度から本

年度にかけての取り組みをまとめておるとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

 

○守田憲史委員長 以上で報告の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑はありませんか。 

 

○荒木章博委員 11ページの、吉本新喜劇に

くまモンの看板やポスター、吉本新喜劇の出

演ということ、これ幾らかかっていますか。

何か聞くところによると、まんじゅうば配っ

たんでしょう。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 吉本との契約額でございますが、654万7,2

75円となっております。 

 

○荒木章博委員 しっか好評だったのが、

「いきなり団子」が配られ、おいしかったと

言っておられたんですけど、行った人が。そ

れもこれに入っているんですか。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 それは別

で、８万7,360円でございます。 

 

○荒木章博委員 それとスザンヌのキャンペ

ーンをして、非常に成果があったと。これ

は、どこが調査をしたんですかね。スザンヌ

にはどのくらい今まで広報部長として予算を

毎年かけているんですかね。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 スザンヌ

につきましては、広報課で契約をしておりま

すので、そこの詳細については私どもで手元

に持ち合わせがございませんので、後ほど先

生の方に広報課の方からお聞きして御報告さ

せていただきたいと思っております。 

 

○荒木章博委員 それと、今僕が言ったの

は、どういう、要するに経済効果があったと

いうのは、観光課の方で把握されておるのか

な。指数とかそういうのが、どんなに効果が

あっているというのは、何か……。 

 

○守田憲史委員長 荒木委員、どちらに…

…。 

 

○荒木章博委員 それは、どっちが答えるの

かな。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 私ども

で、くまモンとか先ほどおっしゃったスザン

ヌ宣伝部長だとか、いろんな形での話題化戦

略を大阪等で展開させていただいておりま

す。それをもとに、新聞とかテレビとかでさ

まざま取り上げられておりまして、それを一

次的に自分のところでペイドパブを打った場

合にどれだけになるかということを積算して

おりまして、それが大体６億4,000万円程度

の効果があっているのではないかなというふ
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うに考えています。それは、あくまでペイド

パブとして打った場合の一次的効果でござい

まして、それにあわせまして関西における認

知度が向上することによりまして、来県者も

ふえておりますし、それとあわせまして物産

等の売り上げ等も向上しておりますので、そ

こについてプラスアルファあるのかなという

ふうに考えております。 

 

○荒木章博委員 いや、僕が聞いているの

は、どこが調査したのかと言っているんです

よ。そういう調査あたりは、６億というのが

出たのは、どこが調査したのかということで

す。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 ６億につ

いては、私どもで積算をしております。 

 

○荒木章博委員 電通は入ってないですか。 

 

○坂本くまもとブランド推進課長 入ってい

ません。 

 

○荒木章博委員 入ってないですね。はい、

わかりました。以上です。 

 

○守田憲史委員長 それでは最後にその他で

ございますが、委員の先生方は何かございま

せんか。 

 

○荒木章博委員 ちょっとこれはお尋ねです

けれども、先般、熊本市で花火というのが中

止になりましたけれども。私たちももちろん

突然で驚いたことですけれども、新聞紙上と

かテレビでもあっていましたけれども、これ

はどういうきっかけで中止になったか、お尋

ねしたいと思います。実は、その委員のメン

バーを見てみますと、甚だ恐縮ですけれども

観光課長が入っておられたものですから、そ

のいきさつがわかれば、県の経済委員会とし

てちょっとお尋ねしたいと思っています。 

 

○宮尾観光課長 観光課でございます。 

 今、委員おっしゃっていますのは、お城ま

つりですとか、火の国まつりを中心に、熊本

市が中心にやっておられます「元気だ！くま

もと」観光事業実行委員会というものがござ

いまして、それに私も今年度から初めて参加

させていただきました。行政や民間、交通事

業者、大学、観光関係者という、あと地元の

商店街等が入っておられる20人近くの実行委

員会でございます。これにつきましては、以

前からその花火大会のときに、御幸坂が非常

に危ないと、花火大会が終わって帰られると

きに、その御幸坂では非常に坂道になってい

て、１人どなたかが倒れたら本当に大変な事

故になるということで、明石の事故のような

ことになるのではないかということで、かね

てより、これは今に始まったことではどうも

ないようでございますが、かねてより、その

中でもまた部会等がつくられて検討されてい

たようでございました。 

 それで第１回目でそういうお話がございま

して、ある程度、そういう命にかえられるも

のではないということで、全体的にいたし方

がないかなというような話が出ておりまし

た。 

 ２回目になりまして、それがやはりもう一

度ありまして、そのときには、万が一があっ

てはならないことなので、全体として委員長

を初めやむを得ないだろうという、ただし、

それにかわるものとして、せっかくの熊本市

の賑わいの地元の祭りなので、かわるものと

して同じような規模、同じような賑わいのも

のをつくろうというところで、実行委員会で

は意見が出て、そのように集約されたという

ふうに思っております。以上です。 

 

○荒木章博委員 元気だ！くまもとの実行委

員の中のお一人として、当日は発言はなかっ
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たやに聞いておりますけれども、私は、これ

は明石も本当に残念な事故が起きて、また今

度再開をされるということであるわけですの

で、そういうところも、いろんな委員会にお

けるそういう元気だ！くまもとのそういうと

ころも、やっぱりいろいろ機会あるごとに何

かあったら私も聞きますけれども、聞かせて

いただいて、ぜひこういうのはどうにかやり

方を変えてでも僕はやるべきだと、元気な熊

本になるためには、もっともっとアイデアが

あったんじゃないかなという所見を述べて終

わります。 

 

○前田憲秀委員 関連でいいですか。済みま

せん、今の花火大会で、ぜひちょっと私もお

伺いしたいんですけれども。今、観光課長さ

んのお話で、危険性があるという、その第１

回目の意見というか、それはいつだったんで

すか。 

 

○宮尾観光課長 この議論は、恐らく今年度

ではなくて、私が会議に参加させていただい

たのは今年度からでございますが、かねてよ

りそういう議論があっていて、毎年市役所と

警備会社とボランティアの方たちで安全対策

はやられているけれども、毎年それが問題に

なっているというふうに承っております。 

 

○前田憲秀委員 それが中止を含めた議論だ

ったのかというのは、私も非常にクエスチョ

ンなんですけれども、今回いろんな業種、業

者さん、企業にもお伺いするんですけれど

も、余りにもやはり唐突で、市は発表したん

だけれども、何か経済界では、いや、まだ正

式に決まったわけではないとか、そういうお

話も聞くんですよ。そこが本当、観光という

とらえ方で言う熊本の団結さがどうもないよ

うな、そういう気がしてならないんですよ

ね。どこがリーダーシップをとるのか、当初

は県警が、警備上で非常に問題があるなんて

いう話もあって、いやそんなことは言ってい

ませんとか、そういうレベルの話もですね…

…。ですから、もしそういうところで中止も

含めた意見が出ているというのであれば、中

止も含めて今検討しているんだという空気は

なかなかなかったんじゃないかなというふう

に、私も認識をしているんですよね。 

 ですから、今後そういうことも含めて、や

っぱり県の観光も含めたリーダーシップとい

うのは本当に重要だなというのを、私も述べ

させていただきたいなと思っております。 

 

○内野幸喜副委員長 関連です。これは実行

委員会が最終的には決めるわけですよね。で

すから、きょうこういう意見があったという

ことで、次に出たときに常任委員会の中でこ

ういう意見がありましたということで、私は

いいと思います。県が主導権を握ってという

ことで、話がまたおかしくなってくると思う

んですよね。 

 

○荒木章博委員 いや、ちょっと待って。そ

れは副委員長としての発言ではなくて、やっ

ぱり、それはもちろん主体は市ですよ、主体

は。しかし、県からも出向して行っているわ

けだから、発言を全くしないということ自体

は、認めたということなんですよ。だから、

それを今から、そういうことでこういう意見

も出たということを、この委員会で出たとい

う話をしてくれということですよ。 

 

○内野幸喜副委員長 私が言ったのは、その

委員会で出たことについて言うということ

で、いいと思うんですよ。 

 

○宮尾観光課長 花火大会の開催につきまし

ては市役所が、熊本市がおっしゃるように決

定するところでございまして、実行委員会の

意見を踏まえてということだと思いますの

で、副委員長のアドバイスのように、今度の
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実行委員会で申し上げたいと思っておりま

す。ありがとうございます。 

 

○鎌田聡委員 ちなみに、この花火大会に、

このときにどれだけ観光客が増加している

か、その辺のデータはあるんですか。よそか

ら見に来ているというデータがあるのかどう

か。 

 

○宮尾観光課長 申しわけございません。熊

本市も含めて、県外からがどのくらいかとい

うのは、はっきり言って把握しているかどう

かというのは、ちょっとわかりません。 

 ただ、基本的には熊本市の方たちが中心に

なってお見えになっている、あるいはその周

辺の方たちがお見えになっているのではない

かというふうに思っております。 

 

○内野幸喜副委員長 宮尾課長にちょっと質

問が集中するんですけれども、先日、ＫＫウ

イングで、ミスチル、ミスターチルドレンの

コンサートの開催が決まったと書いておりま

した。 

 実は２年前ですか、「ａ－ｎａｔｉｏｎ」

というのがあったんですね。当時、私もこの

「ａ－ｎａｔｉｏｎ」をぜひ熊本でやっても

らいたいということで、当時ＫＫウイングが

なかなか県としては貸せないということだっ

たんですよ。それで農業公園の方でやって、

「ａ－ｎａｔｉｏｎ」というのは当時、日本

最大のライブイベントということで、３万人

ぐらい来たんですね、全国各地から。今回こ

のＫＫウイングを使用していいというのは、

やっぱり県の方にもいろんな話があって、県

としてはいいだろうという判断になったと思

うんですけれども、以前はだめで今回いいと

いう、その理由というか、その点をお聞かせ

いただきたいと思います。（発言する者あ

り） 

 じゃあ、いいですか。もし、これからそう

いう、積極的に私、ライブイベントでも、県

としてやるべきだと思うんですね。特に若い

人がたくさん来ますから。 

 

○宮尾観光課長 今回のミスチルのコンサー

トにつきましては、本県の方にも当然いろん

な支援のお願いがあっております。駐車場の

問題等やはり非常に大きな問題が、３万数千

人の方たちの問題がありますので。その点で

は、もちろん側面支援を一生懸命やらせてい

ただいております。ただ、今回はＫＫウイン

グでぜひやらせてくださいとか、県から具体

的な働きかけをしたということはございませ

ん。前回も農業公園の方でも、県が「やめた

方がいいんじゃないか」とか、そういったか

かわりはしてないかと思っておりますので、

ただ、御意見を踏まえまして、今後そういう

大規模なイベントは非常に誘客効果が大きい

ので、配慮していきたいと思います。 

 

○内野幸喜副委員長 私は、もう積極的に、

こういうイベント等も誘客につながりますか

ら手を挙げていくべきだと。これは要望で

す。 

 

○杉浦康治委員 済みません、ちょっと質問

と要望なんですけれども、戻って大変申しわ

けありません。 

 大日本スクリーンの件なんですけれども、

詰めはこれからということになるのは当然な

んですが、もし着工時期とか操業開始の時期

のおおよその何らかの時期をつかんでいらっ

しゃるのであれば、その点をお聞きしたいと

いうことと、立地の場所が益城町ということ

で、そこの町との連携のこれまでのありよ

う、それとこれから先のありようということ

についてどうかということと、要望ですけれ

ども、できればなるべく密に連絡をとって情

報伝達をしていただければというふうに思い

ます。よろしくお願いします。 
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○守田憲史委員長 一応その他で質問を受け

たということで、渡辺企業立地課長。 

 

○渡辺企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 委員おっしゃいましたように、業種とか操

業時期とかはどういう状況なのかということ

は、はっきり申しまして、同社の事業運営の

半導体、液晶、印刷機、どこが来るのか、い

つ工場が建つのか、その辺はまだ、はっきり

相手の企業からはお聞きしておりません。 

 ただ、民間ですので、多分テンポは速く進

められると思いますので。あと益城町周辺の

道路あるいは交差点の改良あるいは信号機、

そういった付帯設備の方は滞りなくやってい

きたいと思いますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 

○守田憲史委員長 杉浦委員、よろしいです

か。 

 

○杉浦康治委員 結構です。 

 

○吉永和世委員 熊本県にとって、雇用問題

というのは非常に大事だと思っていますが、

蒲島知事の所信表明の中で、ことしは5,000

人雇用をふやすと言ったですか、５万と言っ

たですかね。 

 

○大谷労働雇用課長 22年度で基金事業で約

6,500人、今年、23年度で5,000人を目標にし

ております。 

 

○吉永和世委員 5,000人ふやすということ

で、それをふやすには商工観光労働部のある

意味気合といいましょうか、熱意の問題が一

番大きく関係してくるのかなというふうに思

うので、そこら辺、中川部長が先頭になって

頑張っていただけるというふうに思っており

ますが、その思いをちょっとお聞かせいただ

ければと思います。 

 

○中川商工観光労働部長 今5,000人と申し

上げたのは、今失業状態にある方を短期的に

半年あるいは１年、ものによってはもっと継

続もありますけれども。 

 このリーマンショック以来、大変な失業状

態が懸念されましたけれども、おかげさまで

国の方が基金事業を用意していただきました

ので、私どもは県それから市町村、民間にも

働きかけて、その失業状態の方の雇用の場の

確保、一時的とはいえ大変な努力をさせてい

ただきました。ことしが、国が計画した最終

年度でございますけれども、一生懸命、最後

まで１人でも多くの方が失業状態から一時的

にでも解消され、雇用の場所によっては継続

雇用も期待できる場所もありますので、一生

懸命最後までやらせていただきたいと思いま

す。これでよろしいでしょうか。 

 

○吉永和世委員 産業創出にぜひ力を入れて

いただきたい。１人でも雇用がふえるように

頑張っていただければというふうに、お願い

したいと思います。 

 

○早川英明委員 その他ですけれども、ここ

は総務常任委員会も該当すると思いますけれ

ども、本年度の、まず税制の方が、法人税は

右肩上がりに少しは上がった、個人税につい

てはマイナス、そこらあたりが――、この法

人税の方をおたくたちに聞きますけれども、

これは上がっておるのに個人はマイナスにな

っておる、その要因はどのような見解でおら

れますか。それによって、この商工観光とし

てもいろんな企業のあり方とか、幅広くまた

検討していかねばならないというふうに思い

ますけれども、端的にそこだけをちょっと教

えてください。 

 熊本税事務所の昨年度についても、私の鹿
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本地域においても、統計的には率からすれば

ほとんど変わりませんでした。だから私は不

思議だなと思ったのは、企業の方はぐっと上

がっておっても県民の所得が上がらないのは

どうだろうかと。だとするならば、もう私が

言わなくてもわかると思いますけれども、企

業としてはどういうことでそうなっておると

いうようなことあたりも、そこらあたりをこ

の委員会で、おたくたちの方ではどんな見解

だろうかということを、ちょっとお尋ねしま

す。 

 

○中川商工観光労働部長 個人の所得税、県

民税がどうなっているか数字はわかりません

けれども、要するに個人ベースでいいます

と、個人の所得がここ10年間で100万ぐらい

減っています、日本全体が。特に、これは雇

用の形態にもよるかもしれませんけれども、

いわゆる賃金、給与が多分下がっているんだ

ろうと思います。これは、いろんな要素があ

ります。雇用形態、製造業いろんな業種があ

りますけれども。ですから、多分それから所

得が減っていますので、そういう意味では個

人関係の税収は余り伸びてないんではないか

というふうに推測はされます。 

 ただ、その個人の所得を、給与が一番大き

いわけですよね、そこに雇用形態もかかわっ

てきて、これは私どもの労働関係にも絡んで

くる問題でありますけれども、総合的に県民

所得を上げる努力は、私どもとしても努力し

ていかなければいけないと思っております。

最低賃金の話も含めて、いろんな要素が絡ん

でまいりますので。 

 

○早川英明委員 わかりました。 

 

○守田憲史委員長 ほかにありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○守田憲史委員長 なければ、以上で本日の

議題はすべて終了いたしました。 

 これをもちまして、第２回経済常任委員会

を閉会します。 

  午後０時48分閉会 
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